
－1－ 

決算審査特別委員会 

                       日 時  令和元年９月１１日（水） 

                             午前９時～午後２時３５分 

                       場 所  議会棟 議場 

 

出席者   委員長、副委員長、委員７名（欠席：なし）、山本議長 

説明員   財原建設課長、伊田企業会計専門監、相見室長、西田室長、安達室長 

淺田住民課長、高柴室長、島山室長 

傍聴者   なし 

書 記   花倉事務局長、川上書記 

 

○坪倉委員長 おはようございます。 

 ただいまから決算審査特別委員会を再開をいたします。 

 まず最初に、昨日の総務課の審査の過程で出ておりました質疑等について、説明資料が

提出されておりますので、御確認をいただきたいと思います。タブレットの決算審査特別

委員会の中の各課提出資料と、総務課の中にありますのでお願いします。その中で、１点、

調書の２８ページ、健診対象者及び受診者数が表記が１６７人となっていますが、正確に

は１６６人ということでありますので、よろしくお願いします。受診率は１００％という

ことでありますが、先日提出いただいた職員数の一覧表は１６８となっておりますけども、

この２人の差というのは、中途退職あるいは産休に入られた方が２人減っておるというこ

とで、受診時点で１６６ということでありますので、よろしくお願いいたします。 

 そのほかのものについてはごらんをいただきたいと思います。 

 それでは、建設課の審査に入ります。 

 建設課長から説明をいただきたいと思いますけれども、まず、衛生費、農林水産業費に

ついて、１５４ページまで説明をお願いします。 

 財原建設課長。 

○財原建設課長 おはようございます。 

 本日、建設課の決算審査に当たりまして、説明員のほうを御紹介いたします。 

 まず、基盤整備室長でこの４月から来ております相見でございます。 

 次に、昨年度から地籍調査室の室長としております西田室長であります。 
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○西田室長 よろしくお願いします。 

○財原建設課長 後段、本年４月から事業会計に移行したということで、伊田事業会計専

門監であります。 

○伊田企業会計専門監 よろしくお願いします。 

○財原建設課長 ４月から課内異動で上下水道室長をしております安達室長であります。 

○安達室長 よろしくお願いします。 

○財原建設課長 ということで、説明させていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 説明に入ります前に、冒頭で資料の訂正ということでお願いしたいと思います。本日の

主要施策の成果及び財産に関する調書に係る建設課の説明資料の中で、３点ほど不備があ

りましたので、今、お手元でペーパーで赤書きをしたものを事前配付させていただいてお

ります。最初に、タブレットの１５６ページ、資料ページは１５１ページの農林水産業費

の農業集落排水事業です。ここの赤書きになっておりますところで、前年度の数値が一昨

年度の決算数値が入っておりましたことと、本年度の決算額の数値を正しく入れてなかっ

たということで、事業費額の修正を赤書きで示しております。 

 ２枚目に、１５５ページ下段、土木費の道路橋梁事業です。ここの本年度の差し引き一

般財源が２９万５，０００円で上がっておりましたが、表計算の間違いがありまして、不

用額の数値が入っているところを正しく訂正しております。 

 最後に、３ページ、１５７ページの除雪費の事業執行項目で、除雪ドーザー８トンと記

しておりましたが、正しくは５トンの導入をしているというところで、チェックの甘かっ

たところがあっておりますが、修正を含めおき、よろしくお願いします。 

 次に、平成３０年度予算の予算審査特別委員会の審査報告に対しての対応ではあります

が、３０年度の予算審査におきましては、建設課には直接の審査意見の指摘というところ

はございませんでした。 

 そうしますと、主要施策の成果及び財産に関する調書に基づき、建設課の事業報告を行

いたいと思います。 

 初めに、建設課の昨年度の歳出の総額につきましては、一般会計合計１１億３，２００

万、簡易水道事業特別会計で１億９，５００万、農業集落排水事業で１億５，６００万円、

合わせて建設課歳出決算額は１４億８，３００万円となっております。これは２９年度の

決算に比べて１億２，６００万円の減額となっております。 
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 大きな項目の概要としましては、衛生費の決算額は６，７００万円、前年度比６，７０

０万円の半減となっておりますが、一昨年度、簡易水道事業の基金への積み立てがあった

ものが要因となっております。農林水産業費は２億５００万円の支出、前年比１億２００

万円の減ではありますが、この中にも集落排水事業基金への積み立て５，５００万円が減

額となっております。また、３０年度４月に地籍調査室を新設しておりまして、国土調査

事業につきましては、これまで懸案でありました認証遅延の解消ということに努めまして、

３０年度末までに１地区を残し認証の解消が終わっているということで、現在、法務局へ

送付を進めているところであります。単県土地改良事業につきましては、昨年の災害もあ

りまして、総務課の災害緊急対策事業等への振りかえを行っております。 

 治山事業につきましては、災害によりまして住宅裏の単県斜面または急傾斜地の崩壊対

策事業を予算化しておりますが、事業の進捗に合わせて全額を繰り越しておりますので、

減額となっております。林道新設改良事業につきましては、前年度からの繰り越し事業を

完了させましたが、災害等の対応によりまして、現年度分はほぼほぼ繰り越しということ

になっております。土木費につきましては、５億２００万円、昨年度比１，７００万円の

微減となっております。道路新設改良事業は、先ほどの林道と同じく前年度の繰り越しの

実施は行ってはおりますけれども、現年度の分につきましては、ほぼほぼ繰り越しという

状態になっております。 

 また、道路維持費につきましては、除雪費、３０年度分につきましては降雪が一昨年に

比べて少なかったということで、約８，２００万円の減額となっております。総体的に前

年度の繰り越し事業を災害復旧事業を進めながら実施するというとこで、そのあたりは実

績増となっておりますが、それに伴って現年実施分が明許繰り越しとなっておるというと

ころであります。災害復旧費につきましては、１年前、平成３０年７月豪雨、また９月末

に起きました台風２４号による災害というとこで、補助申請件数だけでも１４７件に及び

ました。耕地災害復旧事業は３億１，３００万円、林道災害復旧事業は２億７，７００万

円、公共土木施設災害復旧事業は５億５，７００万円と多額に上り、災害復旧事業３事業

を合わせて１１億４，７００万円の予算を計上しております。３０年度中に執行したもの

は、国からの査定の実施、それと実施設計を踏まえた委託料を中心に３億５，８００万円、

あわせて工事請負費につきましては、年度末から発注を進め、次年度へ繰り越した額は７

億８，８００万円となっております。 

 簡易水道事業特別会計、また農業集落排水事業特別会計につきましては、一昨年の基金
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へ積立金をいただきました５，５００万円ずつ、１億１，０００万円、そのあたりが減っ

ておりますので、歳出額は減っております。また、簡易水道事業では、日野上、生山地区

の統合事業、これの最終年度で事業費の減、それとこの３１年４月からスタートしました

公営事業会計への移行委託の減というものが減額要因になっております。 

 また、今回の決算調書は、事業会計へ移行したことにより、３月３１日で決算をしてお

ります。通常ですと、３月３１日から５月３１日まで出納整理期間というところで、２カ

月にあります収入、または支払い支出、そういったものがありますが、厳密に４月１日か

ら移行するということで、未払い金等、そういったものが生じておりますので、そういっ

たものも減額の要因となっております。 

 また、新会計に移行するに当たり、これまで基金を積みましたものも年度末で取り崩し、

簡易水道事業につきましては１億６，７００万円、農業集落排水の基金は１億９，９００

万円、これを決算に繰り入れておりますので、新会計への繰越金は、簡易水道が１億２，

５００万円、農業集落排水事業は２億１，２００万円、次年度へ繰越金として持ち越して

おります。 

 そうしますと、個別の事業で御説明させていただきます。 

 最初に、ページで１４７ページ上段、衛生費であります。上段は井戸水等安定確保推進

事業費であります。これにつきましては、水道の未普及地域におけます家庭用井戸の整備

として、井戸水等安定確保推進事業、井戸の新設、改修に係るものが実績２件、それと飲

用水の安全性を確保するための水質検査への助成ということで、一般家庭用飲用水水質検

査料補助金として実績３件、決算額６０万９，０００円であります。前年度に比較します

と２９万８，０００円の増額となっておりますが、一昨年の家庭用井戸の整備が実質１件

ふえているという実績による増額です。 

 また、ここにつきましては、新年度、３１年度の、令和元年度の予算にもありますけど

も、これまで３分の１、３０万円の上限でありましたが、受益者の負担軽減のために、令

和元年度より上限を３０万円から９０万円に引き上げて、実績も最近１件上がっておりま

す。 

 また、下段、合併処理浄化槽設置整備事業であります。これにつきましては、合併処理

浄化槽の整備事業ということで、集落排水等の整備区域外への浄化槽の整備事業につきま

して、その事業費の公債費の償還を行っております。一般会計から繰り出した決算額は１，

６５９万６，０００円ということで、前年比２５７万６，０００円の減額となっておりま
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す。 

 続きまして、１４８ページ上段、簡易水道事業であります。こちらは、簡易水道施設整

備事業に必要な公債費の償還、また、建設事業費についての一般会計からの繰り出しであ

ります。決算額は４，９６２万９，０００円、前年度比６，５３５万７，０００円の減額

となっておりますが、冒頭でありました簡易水道事業基金の積立金が前年度はなかったと

いうことによる要因であります。 

 下段から、農林水産業費の、最初に農用地総合整備事業であります。これは、県営の土

地改良事業、阿毘縁地区の土地改良事業の換地計画を受託している事業であります。阿毘

縁の土地改良事業につきましては、１工区として、阿毘縁の砥波で昨年度は工事を実施し

ております。また、第２工区として、大菅側、横田寄りのほうの工事につきましては、一

昨年、工事が完了して、それの換地確定測量等を実施しております。決算額は５７４万３，

０００円、前年度に比較して３６２万３，０００円の増となっておりますが、事業の進捗

によるものであります。財源のほぼほぼ全ては県からの業務委託料として５６４万８，０

００円を充てております。 

 続きまして、１４９ページ上段、農道等維持管理事業であります。ここでは町が管理し

ております農道の維持工事、主に広域農道の下石見宮内、また宮内から豊栄、それと神戸

上農林地一体等の路線の維持管理を行っております。また、３０年度から農道の橋梁点検

というものを始めております。最初に３０年度に実施したものは、ＪＲの跨線橋が絡んで

おります下石見の亀山大橋の点検を実施しておりまして、この点検につきましては、直接

委託料として町がするもの３３２万２，０００円、それと、ＪＲ部分につきましては、全

県でＪＲとの協定に基づきＪＲのほうに橋梁点検を負担しておるということで５７８万２，

０００円、合わせて９１０万４，０００円の実施をしております。本年度決算額２，１９

８万円に対して１，２３４万７，０００円の増となっております。先ほどの農道橋の点検

を新規に実施したこと、また、農道等で昨年の災害復旧の応急対応、そういったものが増

額要因となっております。また、農道橋点検につきましては、特定財源として、農山漁村

地域整備交付金、基本５０％の補助率ですが、５５０万円を充当しております。 

 説明の順番で、１ページを飛んで、１５１ページ下段をお願いします。先ほど説明資料

の訂正をしました最初のページであります。農林水産業費の農業集落排水事業であります。

これは、農業集落排水整備事業の公債費の償還について、一般会計からの繰り出しを前年

度決算額６，３１１万８，０００円、対前年度比５，４４３万６，０００円の減でありま



－6－ 

すが、こちらも基金積立金の減によるものが要因となっております。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。続きまして、１５０ページのほうになります。国土調査事業に

ついて説明させていただきます。 

 予算現額が９，０２７万７，０００円に対して決算額が５，８９１万３，６６１円、国、

県費のほうが３，６６０万円ということになっております。繰越額が３，０４８万円とい

うことで、これは、補正予算がついた関係で、国土強靱化の３カ年緊急対策の予算ですけ

ども、こちらを次年度に繰り越しのほうをさせていただいております。 

 成果のほうですけれども、地籍調査によりまして、１筆ごとの土地、その所有者、地番、

地目の調査並びに境界及び地籍に関する測量などを行い、地籍図、地籍簿にまとめて地籍

の明確化を図っております。また、調査実施に関しましては、地元の説明会や推進委員会

などを開催し、現地立会等を行いました。あと、町の地籍調査推進協議会を開催しており

ます。冒頭、課長のほうが説明しましたけれども、認証遅延の関係で制約等かかっており

ましたが、３０年度、遅延解消業務に努めまして、そのほとんどを解消するに至っており

ます。 

 業務内容としまして、調査業務ということで、河上、神戸上、新屋、測量業務につきま

して、茶屋、新屋、福塚、神戸上、菅沢のほうに３０年度は入っております。その合計額

が５，４４０万となっております。各地域の進捗状況につきまして記載しておりますけれ

ども、３０年度末現在で調査実施箇所としまして、先ほどの調査地区と繰り越しでありま

した霞と湯河について、現在実施中の地区としております。 

 下のほうになります。成果・課題等の欄ですけれども、事業開始が平成１０年度からと

いうことで、経過年数が今２０年となっております。進捗率が３１．１４ということで、

約町内の３分の１程度が進捗しているような形になっております。全国につきましては、

全国が５２％、鳥取県も日南町と同じ約３２％ということで進めておりまして、全国的に

鳥取県が地籍調査がおくれておるということで、県のほうも力を入れて推進のほうを行っ

ておられます。 

 課題等につきまして、土地所有者の高齢化、不在地主等の増加が進んでおります。現地

立会が困難になる中、地籍調査のスピードアップや効率化が求められております。そうい

った中で、新手法によるリモートセンシング技術を用いた山村部の地籍調査など、国のほ

うが導入に向けて進んでおります。効率的な調査を実施の方向にありますけれども、まだ
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具体的な取り組みが全国的になく、当手法に取り組む自治体との共有や業務を通しての知

識の習得や地元の啓発活動など、今後必要となってまいります。以上、終了します。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 失礼します。１５２ページ、単県土地改良事業でございます。この事業につ

きましては、鳥取県しっかり守る農林基盤交付金事業を活用しまして農林業生産基盤の整

備を図るものです。３０年度は原材料支給としまして、計画３件に対しまして実績１件、

地域施工方式としまして、計画１６件に対して地元施工が５件、冒頭、課長が申し上げま

したが、総務課の単独災に２３件、合わせて２８件の整備を行いました。決算額が４７３

万９，０００円、対前年比２，２４５万２，０００円の減となっております。減額の要因

としましては、予算規模的には平成２９年度が町発注の水路工事ですとか比較的大きい事

業を行ったことによりまして、事業費が大きくなったことが要因でありますし、平成３０

年発生した災害につきまして、総務課の単独災へ充当したということが要因だと考えてい

ます。 

 執行経費の内訳ですが、原材料費としまして、件数１件、補助率１００％で１２万４，

０００円、負担金補助及び交付金としまして、件数５件、補助率８０％で４４７万３，０

００円、財源としまして、鳥取県しっかり守る農林基盤交付金としまして２８５万５，０

００円、総務課のほうに総務課の単独災害復旧事業分としまして１０１万１，０００円を

充当しております。 

 続きまして、１５３ページ、治山事業でございます。この事業につきましては、単県斜

面崩壊復旧事業としまして、平成３０年７月豪雨で被災した宅地裏等の斜面５カ所、中石

見が２カ所、三吉、神福、新屋地区の５カ所を復旧するものでございます。あわせまして、

単県小規模急傾斜地崩壊対策事業としまして、これも同じく平成３０年７月豪雨で被災し

たもののうち、レッドゾーンに指定されている斜面５カ所、福塚地区、神福が２カ所、福

寿実地区、福万来地区につきまして、レッド区域が人家に影響のない範囲となるよう、急

傾斜地の崩壊防止対策を講じるものでございます。決算額はゼロ円で、翌年度への繰越明

許額としまして、合計７，３００万を繰り越して事業の進捗を図っているところでござい

ます。 

 続きまして、１５４ページでございます。林道新設改良事業です。林道新設改良事業に

つきましては、県営林道窓山線開設事業としまして、鳥取県が実施している林道窓山線の

用地取得を進め、整備促進を図る負担金の支出を行いました。また、林道内方線の開設事
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業としまして、国道１８３号と県営林道窓山線を結ぶ林道内方線開設事業を平成２７年か

ら実施しています。平成３０年度は開設工事を３件行いました。また、林道船通山線落石

対策事業としまして、平成３０年３月に発生した落石について、落石対策事業に着手しま

した。現在、測量設計を行っているところです。決算額としまして５，０３８万１，００

０円、前年と比較しまして２，１７５万８，０００円の減です。 

 執行経費の内訳としまして、工事請負費としまして４，６７８万８，０００円、これは

内方線によるものです。公有財産購入費４９万５，０００円、これは県営林道窓山線の用

地費でございます。あと国県事業負担金としまして、県営林道窓山線の負担金、町が７．

５％を負担していますが、３０９万８，０００円でございます。特定財源の内訳としまし

て、道整備交付金３，０４１万２，０００円、林道用地取得事業補助金、これが補助率が

３分の１ですが、１６万５，０００円、あと地方債としまして１，８９０万円でございま

す。以上です。 

○坪倉委員長 以上、説明は終わりましたけれども、これから質疑を受け付けてまいりた

いと思います。 

 最初に、１４７ページ、井戸水等安定確保対策促進事業について、質疑ありますか。 

 荒木委員。 

○荒木委員 補助金が今まで３０万円でありましたが、工事金額が上がった都合で９０万

円というふうに解釈しておりますが、昨年、実績２件であります。その昨年度の２件の例

えば申請の金額と掘削深度というのをちょっと教えてください。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 荒木議員の質問にお答えします。 

 昨年の実績２件につきましては、地区といたしましては佐木谷、阿毘縁の２地区になり

ます。佐木谷地区のほうは、最終の実績の数値になりますけれども、５０メートルのボー

リングを行いまして、１１８万８，０００円、もう一方の阿毘縁につきましては、４０メ

ートルの掘削になりまして、１３６万１，０００円の実績でございました。以上です。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 その下のいわゆる水質検査の関係でありますけれども、井戸を掘ったときに

飲料不適という事業団の判定が出て、お話を聞くと、数年すると水質が変わるんだという

説明があったんですが、きょう現在、３０年度に例えば２回目の水質検査というようなこ

とは検討されなかったのか、同人が２回とか、そういう基準はあるのかないのか、お伺い
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いたします。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 実績といたしましては、３０年度、水質検査をなさった方が３件実績がござ

いますけれども、３０年度の方が再度水質検査を希望しているということは現在のところ

ございません。町としましては、今年度、水質検査、井戸水の事業を行われたところに対

しましては、ある程度、時期が落ちつきましたら、もう一度水質検査をしていただくよう

に今年度はしておるところです。 

○坪倉委員長 次に、合併処理浄化槽設置整備事業について、質疑ありますか。 

 次に、簡易水道事業について、ありますか。 

 次に、農用地総合整備事業について、質疑ありますか。 

 次に、農道等維持管理事業について、質疑がありますか。 

 近藤委員。 

○近藤委員 農道等維持ということで、若干聞きたいのが、委託料のほうの農道橋点検委

託業務３３２万２，０００円ということで、ＪＲを除く亀山大橋の点検ということですけ

ど、これが９月補正で亀山大橋委託料確定ということで１５７万１，０００円という補正

が組まれておりますけど、当初予算が３５０万ということで示されておりまして、その中

で、予算内でおさまっているわけですけど、なぜ９月に１５７万１，０００円という補正

をされたのか、ちょっとお伺いしたいと思います。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 失礼します。ＪＲの負担金につきましては、県内、鳥取県、倉吉市、日南町、

日野町、ＪＲで協定を組んで実施したものでございます。当初契約の段階で、補正した額

だけのものが要るということで補正を組ませていただいて、協定のほうも結ばさせていた

だいた次第でありますが、点検をやった後の精算、変更の協定を結ぶ段階で、この額でい

いというふうなことをＪＲから申し入れありまして、こういったことになっておるという

状況でございます。 

 また、特定財源の内訳の５５０万ありまして、これが補助率５０％で、今回やったのが

９１０万４，０００円ということで、５０％に達していないんですが、これもＪＲの減額

部分で年度間調整をさせていただきまして、補助金のほうは対応しているというようなこ

とで、最終的な変更契約で減額になったというのが要因でございます。以上です。 

○坪倉委員長 ほかにありませんか。 
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 次に、国土調査事業について、質疑ありますか。 

 大西保委員。 

○大西委員 国土調査事業の中で、進捗率なんですが、実績が３１．１４％ということで

すが、前年の２９年の実績に対して０．３５％しか進捗されてません。ただし、計画は１．

９３％だったわけです。と見ますと、実際の実績としては計画比１８％という、５分の１

なんですね。これの大きな要因は何でしょうか。課題を読ませていただいたんですけど、

はっきりと読み取れません。要するにもともと計画に対して１８％しか実績がないという

ことなので、これについてはどうなんでしょうか。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。進捗率につきましてです。 

 この進捗率につきましては、Ｈ工程までの進めた箇所についてということで、実績数値

をベースとして算出しております。当初予算ベースの計画値との差ということになろうか

と思いますけれども、当初予算段階で、要求段階ですね、各地区要望を出しておりました

けれども、先ほどありました制約等の関係で予算が実際には減額となり、決算額は５，８

００万となっております。そういった中で、当初見込んでおりました進捗率、要望段階で

進めた場合の進捗率との差として、その相差分が３１％という形で３０年度もＨ工程部分

の進捗率として出てきております。 

○坪倉委員長 大西保委員。 

○大西委員 細かな内容、詳しくわからないんですけど、言いたいのは、計画に対して実

績が、数値的だけですけども、１８％しか実績が出てないということなので、見立てです

わね。それで、今年度のことを言ってはいけませんが、今年度も計画で１．５％プラスと

いう計画になっております。そうなると、やっぱり積み重ねが大事だと思うんですが、予

算がとれなかったから１８％と今聞こえたんですが、実際のいろんな作業の難しさがある

と思うんですけども、もう少し乖離している内容を、ちょっと大きな要因だけでも教えて

いただきたいんですが。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 １５０ページにあります説明資料のうち、参考で平成３０年度当初予算

額のところでありますと、１億４，９００万円を当初予算で計上しました。それに対して

決算額は５，８９１万３，０００円というところで、前年度までは認証の遅延ということ

で予算の配分の制約を受けておりました。当初予算はただこちらから国へ要望した額とい
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うところですので、当初は１億円を超す事業費を国に要望しましたが、遅延がまだ完了し

てないというところで、予算の３０年度分としての当初でいけば、配分額が減ったという

ところが一つ当初の計画目標に対しての、ちょっと私、計算してませんが、今言われます

１８％の要因の一つに上がってきます。 

 それと、先ほども室長が申しましたように、この進捗率の計算というところがＨ工程、

閲覧、最終的に終わって、認証の前の最終的な確認という段階を終わって事業進捗という

ところでいきます。予算の都合上、そこの満額になければ、その手前で工程を切るですの

で、例えば一筆地の測量をしてというところで工程をとめる場合もあります。そういった

ところで、細かいことになりますと、進度ぐあい、進めぐあいによって進捗率に加えるの

か、加えないのかというところが発生しておりますので、実質的には当初の見込みに対し

て１８％の実績だったという結果ではあります。ただ、その部分、予算的に進まなかった

部分は、次には優先配分をして、おくれた分を取り戻すというような進め方をしておりま

す。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 ２点伺います。 

 まず１点目ですが、３０年度までの作業の中で、筆界未定でありながら、Ｈ工程まで行

ったものがあるのかないのか、これを１点伺います。 

 それと、今回ここに書いてありますリモートセンシングという手法は、簡単に言うとど

のような手法なのか、教えていただきたいと思います。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。３０年度の筆界未定もあった中でのＨ工程までということです

けど、ちょっと数値的にはここに用意しておりませんが、各地区において筆界未定も何件

かございました。そういった中で、地元なり地域の方なりと協議をして、やっぱりどうし

ても向かえないというところで認証まで進んだケースもございます。 

 もう一つ、リモートセンシングにつきましてです。鳥取県のほうが昨年度８月から１１

月にかけて、林政の部局ですけれども、レーザー航空測量というのを行われております。

林政が中心なんですけれども、その成果を地籍調査側にも活用できないかということで、

いろいろ要望なりを行ってきた経過もありますけれども、国としても、今後、高齢化や不

在村化ということが特に山地部分で起きるであろうということと、土地に精通した方が今

後いなくなられたり、土地境界がなかなかわかりにくくなってきたりする前に、国として



－12－ 

も効率的に地籍調査を進めるという手段の一つとして、リモートセンシング、遠隔操作に

よる地籍調査ということを議論なり協議等をなされております。３０年度にマニュアル等

は作成されたんですけれども、まだ全国で実施している自治体等はなく、このほど茶屋の

Ｃブロックで向かってみようかということで、地元のほう、推進協議会等に説明等をさせ

ていただいて、向かう方向で、令和元年度、向かうようにしております。そういった中で、

国として、県としても、効率的に地籍調査を進めるという意味で、リモートセンシングと

いうことを今後進められるということで、日南町は先行して向かっておるということにな

ります。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 今の説明で、筆界未定で認証まで来ておるものがあるということですが、基

本的にその筆界未定が調査区の中で何カ所も出てきたりすると、どこまでの工程を進めら

れるのか、今、筆界未定の状態で本当に登記まで持っていけば、恐らく今度、関係人の裁

判、調停ですかね、調停から入ると思いますけども、そこまでいわゆる担当課として考え

ておられるのか、その点についてお伺いいたします。 

○坪倉委員長 財原建設課長。 

○財原建設課長 筆界未定の件数は、済みません、今、資料を持って上がってはおりませ

んが、少なからず調査地区のエリアの中で発生はしております。従前は持ち主が不明な墓

地だとか、そういったものが数多くありましたけれども、ここの部分につきましては、法

務局と事前に協議をしながら、わからなくても物的なり聞き取りの証拠を残して、限りな

く登記に持っていくというとこで、事前協議をして進めております。 

 それ以外に筆界未定が起こってますのは、所有者が境界に同意が得られないと、確認書

に判こがもらえないというものが、実質、今現在筆界未定となるものの案件であっており

ます。こればかりは、不在の地主さんに対してというよりも、現在おられる持ち主さんが

承諾しないというところですので、そのあたりは地区の推進協議会の中でも同意が得られ

ないので筆界未定となりますということは承知いただきながら、最終的に登記まで進める

というところまで行っております。 

 ですので、係争事にというところは、そこまで議論を尽くした中で事業を進めるという

ことにしております。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 そういたしますと、登記が終了してからは、一応各個人の問題として、行政
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は関与しないというスタンスというふうに理解してよろしいでしょうか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 地籍事業としましては、完結という扱いになります。個別に応じてその

筆界未定になったものをきちんと境界線が決まったからとか、そういったものに対しては

協力をしていきたいというふうに考えています。 

○坪倉委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 スピードアップを図るためにリモートセンシングの採用というのは大変期待

するものではありますが、全国でも先進事例がない中で、この日南町が取り組むというこ

とにおいて、国とか県が推進されるということですけど、加算とか、手だてがあることは

ないもんですか。加算措置があるとかいうことはないわけ、ただ勝手にやってくださいと

いうことですか。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。現在、国の補助金の制度の中で、地籍調査負担金の通常行って

おる補助金の部分でリモートセンシングを行っております。国としては、茶屋と豊栄で行

っております山村境界基本調査というものがありますけれども、地籍調査の前段で山村に

おける調査を前もってして、地籍調査に反映させましょうという内容ですけれども、そう

いったところで、国として、その部分でリモートセンシングなどを使って現在調査のほう

を行っておられるようです。まだ各自治体が行う地籍調査においては全国事例がないとい

うところで、まだちょっと、茶屋では進めておりますけれども、まだ課題や、事例がない

というところで、周りと協議をしながら進めておるような状況が令和元年度ありますけれ

ども、そういった中で、リモートセンシングについては、国、県、町としても、先ほど申

しましたように不在村だとか高齢化等が今後進んでまいるというところで、どういった地

区がそれに該当してできるのかというのを精査しながら、場所については選定していきた

いというぐあいに思っております。 

○坪倉委員長 国、県の財政措置について加算がないかという質疑なんですが。 

 財原課長。 

○財原建設課長 新しい技術ということで、リモートセンシングについての実施するに当

たっての補助率の加算というような意味合いでいきますと、補助金の、この地籍調査の事

業につきましては、国が２分の１、県が４分の１ということで、７５％の補助、このもの

の補助率については同じです。変わりません。ただ、加算があるものにつきましては、公
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共施設等連携ということで、道路の事業なり山の事業なりというのは５％の加算がありま

すが、このリモートセンシングに係るもので真っ先にするから、例えばモデルの事業だっ

たら１００％みたいなようなものが農水のほうにはよくありますけれども、そういった扱

いではありません。ただ、予算枠として、優先的に配分するというものがあります。全国

でいけば総額はそれほどではありませんけれども、これまでの山村境界の予算枠の中にこ

うしたリモートセンシングの新しい技術、ほかにも最近は衛星を使ったものだったり、カ

メラを使ったものなり、いろんな新しい技術を用いて事業を進めたいという予算枠があり

ます。その中の一つですので、補助率は上がりませんけど、優先的に予算は今の状態です

と予算配分されるという扱いになっております。そうしたことで、今年度の予算につきま

しても４つの補助事業を少しでも進捗を進めるがために有利な配分を受けれる事業として、

その一つとして考えております。 

○坪倉委員長 近藤仁志委員。 

○近藤委員 このリモートセンシングを全国に先駆けてやるということで、大変いいこと

だとは思いますが、このリモートセンシングをやる上において、この山村境界の制度を使

ってあらかじめ山村境界のほうをやっておかないとできないのか、それともそれにあわせ

てこれから先、山村境界とこの地籍調査とを並行してやっていかれるのか、その辺の方針

はどうでしょう。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。山村境界を行っておるからリモートセンシングに向かうという

ことではないんですけれども、山村境界基本調査、日南町では茶屋地区と豊栄、先ほど申

しましたように行っておって、現地にそのときのくいが残っておるというところを基本と

して、リモートセンシングを仮に行った場合には、それがある、くいを現地に打たない形

になりますので、そういったところでの差が出て、境界の確認等がどれだけ違うのかとい

うところも見えてくるのではないかということで、先行して茶屋地区については行ってお

るところがあります。ですので、山村境界に限らず、ほかの地籍調査の箇所においても、

もし地元等のくいを打たなくていいという合意がとれれば、そういったリモートセンシン

グに走っていけるのではないかというぐあいに思います。 

○坪倉委員長 リモートセンシングについては、３１年度の取り組みとして、３０年度実

績もありませんので、別の機会に質疑を進めていただきたいと思います。 

 古都勝人委員。 
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○古都委員 公共連携の関係であります。国道改良に伴う連携事業で、菅沢地区あたりを

調査が入った経過があるわけですが、国道の法線変更ということがあるようでありまして、

この事業の拡張についてどのようにお考えになっておるか、あるいは今回の法線は日野町

部分に相当入るというふうに聞いておりますが、日野町での公共連携事業との連携ですね、

ここら辺について、どのような形になっておるか教えてください。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 最初に、１８０号の福長バイパス、菅沢ダムのところのバイパス計画で

す。当初、事業説明なり、県の事業評価ですか、そういった委員会で説明した案では、荒

神原から真っすぐ対岸の山に渡るというよりも、日南町側にトンネルの事業でというルー

トで計画されてました。その後、県のほうでルート、事業費、そういったものを精査する

段階で、現在のところは菅沢ダムのところで対岸に橋梁で渡るということで計画が進んで

おります。基本的には大部分が日野町の部分ですので、日野町の関係者を町と調整して、

決まったもの、その経過は町のほうにも報告があっておりますが、トンネルなのか橋なの

かというものにつきましては、最終的には県も評価委員会とか、そういった事業費の検討

がありますので、そういったものを踏まえて橋梁案に、現在に至っておるというところで

あります。 

 公共連携の関係です。それにつきまして、ダムサイトの近くを地籍調査事業で先行して

調査は完了しておりますので、そこの部分につきましては、トンネルだったものが橋の計

画に対してデータを提供する、先に測量した成果を渡すというとこで、今週、そのデータ

も県のほうから請求が来ております。ですので、やった実績につきましては、いずれにし

ても反映されているというところであります。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 今進めておられます菅沢地区における地籍調査の拡大は、やはりブロックと

して完成をするというふうに認識してよろしいでしょうか。 

○坪倉委員長 西田室長。 

○西田室長 失礼します。大宮地区に関しまして、現在、菅沢地区のみに入っております

けども、現在の菅沢地区を行いまして、その後、先日も協議会等を開いておりますけども、

折渡等、周りが、阿毘縁が決まっておるというところから、折渡に入っていくというとこ

ろでの話の合意はなされております。 

○坪倉委員長 次に、１５２ページ、単県土地改良事業について、質疑ありますか。 
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 近藤仁志委員。 

○近藤委員 済みません。これを見ますと、地域施工方式の単独災のほうに２３件という

のがありますけど、これは総務課のほうの担当ではありますが、これ、ここにのっとるけ

ど、執行経費は上がっていないわけですけど、どういう取り扱いになっておられますか。 

○坪倉委員長 総務課関係２３件で、この単県土地改良事業で５件という扱いでしょうけ

ども、それは下の負担金補助、交付金の４４７万３，０００円の中に含まれておるという

ことだろうと思いますが。 

 相見室長。 

○相見室長 単県土地改良事業での支出につきましては、地元施工方式５件分を計上して

おります。 

○坪倉委員長 ほかにありますか。 

 財原課長。 

○財原建設課長 質問にありました総務課でありますれば、４２ページの消防費の防災対

策事業の中にあっておりますものの中に計上されていると……。失礼しました。単独災害

緊急対策事業ですね。この中で、総務課のこの事業では４８件ですが、そのうち農地、農

業用施設に係るものが２３件、この部分はしっかり守るの交付金を充当するということで

調整をして進めております。 

○坪倉委員長 次に、１５３ページ、治山事業について、質疑ありますか。 

 次に、林道新設改良事業について、質疑ありますか。 

 それでは、次に、土木費、災害復旧費について説明を求めます。 

 相見室長。 

○相見室長 失礼します。１５５ページから説明いたします。 

 最初に、上段、土木一般管理事務でございます。これは町内の幹線道路である国道及び

県道等の交通利便性の向上のため、各種協議会に加盟し、整備促進を図りました。決算額

は３，１８４万６，０００円、対前年比８７０万５，０００円でございます。主な執行経

費としましては、期成会等の負担金で３６万３，０００円等を支出しております。 

 続きまして、下段、道路橋梁事業でございます。済みません。冒頭、課長のほうから訂

正のお願いをさせていただいたんですけれども、一般財源のところ、誤っておりまして、

大変申しわけございませんが、修正をお願いします。道路橋梁事業、決算額２０９万４，

０００円、前年と比較しまして６６万６，０００円の減額となります。減額の要因としま
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しては、２９年度に実施しました道路台帳の整備ですが、平成３０年度には案件がなく、

実施しておりませんので、それが減額の要因だと考えています。事業の成果ですが、交通

安全施設設置工事を実施しました。区画線を２路線、道路反射鏡、カーブミラーを１基設

置しまして、工事請負費としまして２９０万４，０００円でございます。特定財源の内訳

なんですが、一般財源扱いではありますが、交通安全対策特別交付金６８万８，０００円

ということです。 

 続きまして、１５６ページ、道路維持管理事業です。道路維持管理事業につきましては、

町道等の維持管理及び除雪を行っています。また、交付金を活用しまして、定期点検等に

基づきまして、舗装補修やのり面の落石対策事業を行っています。全体の決算額が、道路

維持管理事業の決算額が３億３，５８３万９，０００円、前年と比較しまして５，９７２

万９，０００円の減額でございます。これは、冒頭、課長も申し上げましたが、除雪費の

稼働が少なかったということが要因でございます。続きまして、道路維持費の決算としま

して２億５８万１，０００円、前年と比較しまして２，２７８万３，０００円の増額でご

ざいます。最初に、工事請負費１億７，３１７万９，０００円、これは道路維持工事、県

道の一部と町道の維持工事を実施しました。また、交付金を活用しまして、舗装補修、落

石対策の工事を行いました。次に、委託料でございます。２，１４４万１，０００円。こ

れは落石対策事業に関するものと橋梁点検と橋梁の長寿命化修繕の計画策定を行いました。

最後に、道路維持費として５９６万１，０００円です。翌年度への繰越額としまして、町

道宮田飛時原線の落石対策事業に２，０００万円を繰り越しております。 

 次に、１５７ページ、道路維持管理事業の続きでございますが、除雪費としまして１億

３，５２５万８，０００円の決算としております。これは前年と比較しまして８，２５１

万３，０００円の減額となっております。主な執行経費ですが、備品購入費としまして、

済みません。これも記入に誤りがありまして、除雪ドーザー５トン級に９１８万円と委託

料１億３０４万２，０００円です。特定財源の内訳としまして、国県費としまして１億８，

８００万円、地方債、過疎債２，４５０万円、その他財源としまして２２万９，０００円

となります。 

 続きまして、１５８ページ、道路新設改良事業です。これは、交付金を活用いたしまし

て、町道の道路改良を行う事業でございます。平成３０年度は町道内方線、町道霞福塚線

の改良工事を行いました。近年、社会資本の道路改良につきましては、予算の配分が低く

なっているというのが現状であります。その割り当てのあった予算を１年ごとに１カ所に
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集中して事業を行い、事業の進捗を図るよう努めているところでございます。決算額とし

まして８，５７９万４，０００円、前年と比較しまして５，８７２万７，０００円の増額

となっております。これは２９年度から繰り越した事業を実施したことによりまして増額

となっていますが、３０年度予算につきましては、また令和元年度へ繰り越すというよう

なことでございます。 

 事業の成果でございます。最初に、道整備交付金事業を活用しまして、町道内方線の改

良工事を行いました。平成３０年度の事業費は３，２６３万８，０００円、道整備交付金

の補助率が５０％で、１，５５４万円の充当をしています。また、社会資本整備総合交付

金事業としまして、霞福塚線の改良工事を行いました。平成３０年度につきましては、事

業費３，４４０万３，０００円、社会資本を活用しまして、補助率６６％、交付金額２，

２７０万４，０００円で実施しました。主な執行経費としまして、委託料１，２８６万１，

０００円、これは町道内方線の用地測量を行いました。工事請負費としまして５，１２５

万７，０００円、霞福塚線に３，４４０万３，０００円、内方線に１，６８５万３，００

０円でございます。また、公有財産購入費としまして内方線の用地費、補償費としまして

内方線の補償費を支出しております。財源の内訳ですが、国県費が３，８２４万４，００

０円、過疎債としまして２，９６０万円でございます。 

 次に、１５９ページ、橋梁維持管理事業です。これにつきましては、橋梁長寿命化修繕

計画に基づきまして、交付金を活用しながら老朽化した橋梁の修繕を行うものです。決算

額２，７５８万３，０００円、前年と比較しまして３，２８３万３，０００円の減額とな

っております。平成３０年度は、交付金事業によりまして、町道大宮南線、南橋の橋梁修

繕工事、また、町道原市場線の橋梁修繕工事及び橋梁塗装工事を行いました。主な執行経

費としまして、工事請負費、２橋合わせて２，１０７万円でございます。翌年度への繰越

明許額が５，７００万円、委託料、橋梁点検を２，２００万、工事請負費、床吉橋、日南

橋が３，５００万です。特定財源の内訳としまして、国県費が１，３２８万３，０００円、

過疎債が７７０万円でございます。 

 続きまして、１６０ページ上段、河川総務一般管理事務でございます。この事業につき

ましては、町内の町が管理する河川の河床掘削、護岸修繕等を行います。決算額５６３万

２，０００円、前年と比較しまして４６５万１，０００円の増額となります。増額の要因

としましては、３０年度から普通河川緑屋川の護岸修繕工事に取り組んだことが要因です。

主な執行経費は、工事請負費５６１万１，０００円、特定財源としまして、電源立地地域
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交付金に４４０万を充てております。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 続きまして、資料の１６０ページ下段からの説明となります。県営住宅維持

管理事務でございます。こちらにつきましては、鳥取県から管理等を受託しております町

内の県営住宅１５戸について、町が管理を行っておるものです。平成３０年度の決算額６

０万７，３９９円で、前年度と比較しまして２６万９，５１４円の増額となりました。こ

ちらの増額の要因といたしましては、長年県営住宅にお住まいになられた方が退去されま

した関係で、大幅な修繕を行いましたことで、こちらのほうに約２６万円、修繕費をかけ

ておりますので、そちらの分が実績として増額となったということになっております。 

 続きまして、次のページ、１６１ページの上段です。住宅管理事務になります。こちら

につきましては、いわゆる町営住宅、特定公共賃貸住宅等を主に管理している事業になり

ます。町営住宅につきましては、５団地４７戸、特定公共賃貸住宅が５団地３０戸、その

他普通財産の住宅等７戸を建設課で管理をしております。３０年度の決算が９６９万７，

８９２円、前年と比較しまして３９９万８，８７４円の増額となりました。増額の要因と

いたしましては、平成３０年度に町の住宅の建物点検及び修繕計画の業務を委託しており

ます。こちらにつきまして、税込み２７０万円の支出をしております。その他、火災報知

機のほうが１０年に１回の更新時期ということで、こちらの購入等で増額となっておりま

す。財源といたしましては、住宅の使用料で賄っております。 

 続きまして、１６１ページ下段、定住促進施設維持管理事務になります。こちらにつき

ましては、旧石見西小を定住促進施設として利活用しているものです。こちらの６戸につ

きまして、済みません、先ほどまで説明しておりませんけれども、入居率が約５７．４％。

こちらの入居率につきましては、昨年、この決算審査の会で御指摘をいただきました、３

月末の昨年度は入居率をお示ししておりましたけれども、３０年度の入居率につきまして

は、日にち単位で入居率を求めております。１年間で全６戸で５７．４％の入居率があっ

たということになっております。主な執行経費につきましては、需用費、共用部分の電気

代等、上下水道料等が２６万１，０００円、あと電話、郵券料等で６万２，０００円、財

源としましては、全額使用料で賄っております。 

 続きまして、１６２ページ上段となります。短期滞在型専用住宅管理事務です。こちら

につきましては、短期滞在型の専用住宅、ひだまりの家につきまして、建設課のほうで管

理を行ったものです。３０年度の決算額が１６９万１，７６６円、前年と比較しまして３
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４万３，９０８円の減額となりました。こちらにつきましても、日南町に定住等を考えら

れている方にお貸しするお試し住宅の６戸につきましては、入居率が年間通しまして２８．

２％、高齢者、ショートステイ住宅の６戸につきましては、２４．８％という入居率でご

ざいました。主な執行経費といたしましては、光熱水費等、消耗品等々で１２５万３，０

００円、共済費が電話料で３万３，０００円、あとテレビやＷｉ－Ｆｉの使用料として支

出しているものが４０万５，０００円となりました。財源としましては、使用料の９１万

４，０００円を財源として充てております。残りが一般財源で補填しております。よろし

くお願いいたします。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 失礼します。１６３ページ、耕地災害復旧事業です。決算額１億３，７５９

万８，０００円、前年と比較しまして１億３，２７６万３，０００円の増となっておりま

す。事業の成果としまして、平成２９年度の災害復旧事業、台風１８号と台風２１号がご

ざいまして、合わせて５件ありましたが、それの工事を完成させております。また、平成

３０年度におきましては、７月豪雨で５４件、台風２４号災害で２９件、合わせて８２件

の災害の決定を受けまして、事業に取り組んでいるところでございます。補助率につきま

しては、平成２９年災が農地が９６．５％、農業用施設が９９％、平成３０年災は農地が

９６．４％、農業用施設が９９．２％、どちらも激甚災害を受けてかさ上げを行ったもの

でございます。執行経費の内訳としまして、委託料に１億２，３５９万５，０００円、こ

れは平成３０年災につきまして、災害査定を受けるがための測量設計費、また実施設計積

算業務等に支出を行っております。工事請負費としまして１，４００万３，０００円、こ

れは平成２９年災の工事を行ったもので、工事件数は５件でございます。翌年度への繰越

明許額としまして１億７，５００万円です。 

 工事のほうなんですが、８２件を１８件に工事のほうを集約しまして、工事発注のほう

を行っておりまして、令和元年８月末の進捗率で４５％というところでございます。特定

財源としまして、国県費が３０年災の委託の補助が９９８万４，０００円、２９年災の農

地災害復旧事業補助金が４３７万３，０００円、農業用施設災害復旧事業補助金が２０５

万５，０００円、また、一般財源扱いではございますが、受益者負担金としまして１７万

９，０００円ということでございます。 

 次に、１６４ページ、林道災害復旧事業です。決算額６，０９２万８，０００円、前年

と比較しまして５，４８６万５，０００円の増額となっております。これも先ほどと同じ
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なんですが、成果としましては、平成２９年度の災害復旧工事を３路線で３件行いました。

また、平成３０年度につきましては、７月豪雨で１０件、台風２４号で４件、合わせて１

４件の災害の決定を受けております。主な執行経費としまして、委託料４，１１７万９，

０００円、これは災害査定を受けるがための測量設計費等でございます。工事請負費とし

まして１，９７４万９，０００円、翌年度への繰越額としまして２億１，５７０万８，０

００円でございます。特定財源の内訳ですが、国県費が１，５０５万１，０００円、地方

債としまして３，６１０万円、令和元年８月末の進捗率が２１％ということでございます。 

 １６５ページ、公共土木施設災害復旧事業です。決算額１億５，９６４万３，０００円、

前年と比較しまして１億４，４８３万６，０００円の増額となっております。これは主に

町が管理する公共土木施設、町道ですとか普通河川の復旧を目指すものです。平成２９年

災が台風１８号、台風２１号合わせまして１０件ありまして、この工事を完成させており

ます。また、平成３０年度につきましては、７月豪雨で道路、河川合わせて１９件、台風

２４号災害で道路、河川、橋梁合わせまして３２件、合わせて５１件の災害の決定を受け

ております。３０年災の補助率につきましては、激甚災害の指定を受けまして、８９．

１％の補助となっております。主な執行経費の内訳ですが、委託料としまして１億１，２

８７万９，０００円、工事請負費４，６２９万７，０００円、補償費としまして４６万７，

０００円、翌年度への繰越額が３億９，７５９万３，０００円でございます。特定財源の

内訳ですが、国県費としまして４，４３２万５，０００円、地方債が１億９００万円でご

ざいます。以上です。 

○坪倉委員長 土木費、災害復旧費について説明が終わりましたが、ここで暫時休憩をい

たします。再開は１０時３５分といたします。 

〔休  憩〕 

○坪倉委員長 会議を再開いたします。 

 土木費、災害復旧費について質疑を受けてまいります。 

 １５５ページ、土木費、土木一般管理事務について、質疑ありますか。 

 次に、道路橋梁費について、質疑ありますか。 

 次、１５６ページの道路維持管理事業について、質疑ありますか。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 安心・安全な通行を確保するためというふうに事業の成果指標にあるんです

けども、それで、道路維持について、少しお考えを確認させていただきたいと思っており
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ます。井上靖記念館がありまして、そこの福栄側は地元の方が町道除草作業委託で、１キ

ロ１万円ということでボランティア作業をされているように確認しておるんですけども、

石見側、中石見地内なんですけども、ちょっと路線名がわかりませんので、固有名詞を上

げさせていただきますと、防災専門員の渡辺勝也さんの家の前から井上靖へ向かう道路の

ところのちょうど石見側のところが、道路、もう草だらけになっているんですね。それで、

地元の人は、それは道路維持ではないかというふうには確認をされているんですけども、

説明も特になかったし、それはどうなるんだろうということで、この町道除草作業委託と

いうことで、キロ１万円でじゃあということでも、地元の人もかなり高齢者でなかなかで

きないと。そうすると、もう自分たちはようしないから、それはそれでいいのか、草ぼう

ぼうになってもいいのかというような認識もあるんですけども、これは除草、町道維持の

関係からどうなんでしょうか。 

○坪倉委員長 宗金井原線ですね。 

 相見室長。 

○相見室長 町道宗金井原線の道路除草の件だという認識でよろしいですか。町道維持工

事は、町内５カ所に分けまして、毎年維持工事を行っているところでございます。その中

で、町道全ての除草をしているということではなくて、除草する路線というのを決めさせ

ていただいておりまして、民家が少ないような峠の付近ですとか、なかなかできないよと

いうようなところを町道の維持工事で実施しているところです。宗金井原線につきまして

は、過年度においても町の維持工事で草刈りの実績はございません。神福側からずっと井

上靖を越えて峠のあたりまでは、神福地区のボランティアで除草していただいているとこ

ろです。一度、議員さんからも今の箇所についての相談があって、なかなかそこだけ、峠

から中石見側だけを町で刈るというのが、神福側の方からも理解されにくいかなというこ

ともありまして、中石見のほうで除草のボランティアをお願いできないでしょうかという

ふうに返事をさせていただいた経緯がありまして、その返事待ちだという認識でおったん

ですけども、いかがでしょうか。 

○坪倉委員長 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 私もまだ中石見地区の班の方からどうするかというのはお聞きはしてないん

ですけども、ただ、そのときにお話をしたときに、もう自分たちも高齢化でできないと、

もうじゃあそのまま、どういうんかな、投げるというか、維持をせずにそのままでも自分

たちはいいかなという、いいというのはちょっと語弊があるんですけども、なかなかちょ



－23－ 

っと手がつけれない。だからそこは相談かなというような感じではありました。 

○坪倉委員長 財原建設課長。 

○財原建設課長 町道の除草作業は、今も室長が説明しておりますけども、具体的には、

地元の方で昔からいけば、昔の方々は牛があったり、自分ちの家の前はそういったもので

刈るとか、農地の脇は刈るというところでずっと続けてきております。町道の維持工事を

出すという段階は、そういった先ほどの高齢化の理由だとか、家がないとか農地がないか

ら誰も刈らないからということになりますと、草が生い茂って、それが事故につながると

いうことになりますと、道路の維持管理上、道路管理者がやらないといけないというとこ

ろで、現在は誰も刈れないというところは工事で実施しております。 

 地元に草刈りのボランティアで１キロメートルというものは、めいめい個人でできなく

なっても集落で一斉美化作業、そういったもので対応していただく方に、十分ではありま

せんけれども、燃料代なり、相当するものということで、１キロメートル当たり１万円と

いうところで、決算書にも昨年４４万９，０００円上げております。ですので地元の集落

でやっていただいていますのが約４５キロメートルあるというところで、道路管理者がす

べからくしているわけではなく、地元も協力しながらという体制で、今、御質問あった場

所についてもお願いができないかというところでやっております。 

 いずれにしても、年度初めの自治会、自治会長、まち協・自治会長合同会議では、そう

いった制度、県道もやはりボランティア作業ということでまた単価が違ったやり方があり

ますが、こういったものでお願いできませんかというところで地元のほうに依頼をしてい

るところでもありますし、ただ、その中でもやはり高齢化でもうできなくなったから、道

路として危険だから、町でやってほしいというところもあっております。そうした中のバ

ランスで、道路の除草は現在対応しているというところですので、質問ありましたところ

についても地元と協議をして方針を決めていきたいというふうに思います。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 ここに、事業の成果指標のところに書いてあるわけですが、３０年に私も質

問をさせていただきまして、３０年に検討するというお話でありましたが、いわゆること

しの春の雪が少なかって、苦情も少なかったんですが、いわゆるここには町道の維持管理

のために除雪も行うと書いてありますが、そのときの回答は、町道に限らないと、農道で

も生活道であれば除雪の対象にするという返事をいただいておりました。議会においても、

高齢化等もあって除雪がなかなか難しいので、現在、除雪機の補助等についての検討をす
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るという申し合わせをしておりますけれども、いま一度伺いますが、そういった検討をさ

れたのか、あるいは当時返事いただきました農道等でも生活道であれば除雪するというス

タンスは変わらないのか、それについて伺います。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 町が実施しております除雪作業につきましては、町有機械が一番小さい

もので５トン、一部３トン級のところが１台だけ、これはどうしてもブルドーザーでない

とかけないというところがあります。町道の予算的には事業で上げておりますけれども、

実際は生活道路ですので、民家の入り口にかかるものまでは、作業が可能であればその機

械で入っていくというところであります。じゃあどこまでなのかというのは、実質はオペ

レーターの判断というところでたしか当時回答させていただいたと思いますけれども、町

の機械なり委託している機械で入れるところはオペレーターの範囲で極力対応するという

ところであります。 

 今年度、総務課が主管となって、除雪機の導入事業を入れました。これにつきましては、

実際、機械が入れないところの町道なり生活道路、そういったものを対応するがため、そ

ういったものを新しく導入したという経過があります。当初は建設課のほうがその事業を

手挙げしてましたけども、道路だけじゃなく、福祉的な問題のもあるので、最終的には総

務課で事業を行うというような至った経過があります。 

 ですので、個別につきましては、町のほう、建設課のほうにここはできないかとか、直

接、ほとんどオペレーターさんなり受託業者はかわりませんので、そういったところで相

談を持ちかけていただいて、可能な限りの判断をしたいと思います。これまでに全く知ら

ないところで事故が起こっとったり、そういったようなこともありますので、そういった

ものについては把握しながら協議して進めたいと思います。 

○坪倉委員長 ほかにありませんか。 

 次に、１５８ページ、道路新設改良について、質疑ありますか。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 この１５８ページの中で、内方線道路改良工事（新屋）についてお聞きしま

す。 

 これは１５４ページの林道内方線開設事業とも関係するところだと思うんですけれども、

この道路の改良、町道の改良事業、内方線の改良事業が平成３０年度末で一旦とまったよ

うな形になってます。それで、そのときにどういう状態になってたかというと、拡張工事
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をするために、田んぼを町が買って、田んぼの一部を工事のためにあけておいてください

ということになってます。あけておいてくださいというか、そこは町の土地なので、使わ

ないでくださいという。ですので作付はその町が買い取った土地の向こう側から水稲の作

付が行われてまして、そういうことをするためにはどうしなきゃいけないかというと、御

案内のとおり、畦畔をつけて、水路からパイプで水をちょっと離れた水田のほうに引かな

きゃいけないという、そういうこと、そういう状態に３０年度の終わりになってました。 

 問題は、その工事を基本的には町が請け負ってやってたようなんですけれども、一部で

土地の所有者の方にやってくださいというようなことになってた部分があるようなんです

が、その経緯をちょっとお聞きできればと思います。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 町道内方線の改良事業です。先ほど御指摘ありましたように、林道の内

方線の改良事業と連携しまして、国道から２．４キロ、２，４００メーター、山の中の、

当時、林道の作業道がありましたけども、それを改良して、多里の上にあります林道の窓

山線、これは県営事業ですが、上萩山からずっと改良してきているものとつなげて立体的

に整備して、山の森林の施業、開発なり、そういったものに寄与するというとこで、５年

間の事業で進めているものであります。 

 この春までで前年度の繰り越しの事業を完了させておりますので、あの道路の部分につ

きましては、土を入れかえて、水路を入れて、または水路を入れる製品を置いてというこ

とで、買収した部分については改良事業を予算の範囲で進めておりますし、御指摘の部分

につきましては、それ以外に、用地以外のところに不良な土、水を多く含んでおりました

ので、水田の所有者さんに協力をいただいて、仮置きをさせてもらっているというとこで、

土が盛ってあります。その関係で、鍵掛峠道路もそうですが、用水の確保が困難なところ

にはパイプを入れさせていただいているという認識ではありますが、地元でやっていただ

きたいというところについては、また別途、具体的にお教えいただければというふうに思

います。 

 ただ、いずれにしても、事業に協力いただく範囲で、必要なことについては建設課のほ

うが事業として負担するのが正当なことだというふうに思っておりますので、その辺で取

り違いがありましたら、御迷惑をおかけしたというふうに思います。 

○坪倉委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 ちょっとその辺、何ていうか、行き違いがあったのだと思いますので、ちょ



－26－ 

っとまた後でそれはそしたら御相談させてもらいます。 

 それと、あと、もう一つお聞きしますと、買収されて、水田をもうつくらないでくださ

いって言われたところなんですが、実際にはまだ工事に入ってなくて、それで稲刈りがも

うそろそろ始まりますので、実際にはことしの作付は、結果的にですけれども、できたん

だろうと思います。こういう場合には、工事の計画がわかってれば、ぎりぎりまでという

か、工事をしないのであれば、買収した用地でも作付をしてもらうというようなことはで

きないんでしょうか。 

○坪倉委員長 それは無理でしょう。 

 財原課長。 

○財原建設課長 今現状で多分、不良な土を積み上げてあるところは、土地をお貸しくだ

さいということで御協力いただいているところだと思います。それ以外にまだ工事が実際

実施されてないというところですが、工事につきましては、実質、今月になって入札を実

施して、業者が決まって、実際はこれからというところであります。ただ、用地買収をし

たところに耕作をしていいのか。まだ現状は前年と同じ形なので、確かに耕作はできると

思いますが、一応町に売り渡したということになりますれば、そこの部分は作付は難しい

というふうに思います。ただ、それ以外に残っている土地については可能だという判断に

しております。 

 済みません。そういったことで、逆に用地買収をしない災害復旧事業、これからもあり

ますけども、ことしは作付したいから……。済みません。収穫が終わってから工事をして

ほしいというようなケースもたくさんあります。昨年の災害については。そういったもの

につきましては、いずれにしても用地買収の時期なり、そういったものは地主さんとの、

地元との工事の進め方の協議の中で進めていると思いますので、結果的には作付できたじ

ゃないかという結果ではありますが、売り渡しがされているので、そこそこの買収した部

分は御遠慮いただきたいという進め方になると思います。 

○坪倉委員長 ほかにありますか。 

 次に、橋梁維持管理事業について、質疑ありますか。 

 次に、河川総務一般管理事務について、質疑ありますか。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 課題等のところに、河床掘削の地元要望が多数上がっており、普通河川にお

いても計画的に実施する必要があるということが書いてありますが、町が管理する河川と、
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それから県、国が管理する河川がそれぞれありますけども、今、河床掘削、特に集中豪雨

があったときには河川の氾濫の大きな要因になると思いますし、かつて県に対しても要望

に出て、一定の河床掘削を県の事業でしてもらった経過もありますが、河川管理者である

県や国と町の河川管理の仕分けですよね。実際には地元の自治体に河床掘削してほしいと

いう要望がたくさん寄せられていると思いますが、現在の状況、日南町の河川の状況を、

ざっくりでいいですので、要河床掘削の箇所数とかいうことがわかれば教えていただきた

いというふうに思いますが、どうでしょうか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 河川の管理区分にというところから入りますれば、国が管理する河川と

いうのは、正直言って日南町にはありません。日野川でありますれば、伯耆町まで、伯耆

町の途中だったと思いますけど、河口部ですね、いうとこです。最近、米子の水道局の前

とか、旧日野橋の上流とか、億単位で河川の土砂撤去、伐開という事業をやっております。

これは昨年の災害に起因をしておりますけど、防災・減災、国土強靱化の３カ年で緊急対

策をするというところで、多発した昨年の災害を踏まえて、減災、河川の維持管理上、土

砂の撤去なり、支障になる木を撤去するということで、国、県はその予算をとって、県の

ほうも、日野川で国道が冠水したところが日野町、江府町、郡内でしたら多分にありまし

たので、ことしになって川の中の砂利、土砂、そういうような伐開を実際実施しておると

思います。 

 そういったところで、県のほうは、国道が冠水した、これがライフラインの、道路の寸

断というのはやはり重要なというとこで、先行して重点的に実施しております。日南町内

も要望がありましたところ、議会のほうも出た日野県土整備局へ要望行きましたものに加

えて、昨年の災害で農地が冠水したり越水したりといったところを重点的に箇所を県のほ

うに報告して、そういったものを対象として実施しておりますし、国道を優先した関係で、

このごろ町内でも県の河川を掘削しているのが見てとれると思います。 

 管理区分になりますと、町内、結構大きなところ、川はほとんど一級河川ですので、そ

こは県が実施します。それ以外のところで、用水路のような河川につきましては普通河川

ですので町だというところになってきますが、水路と同じようなところですが、そこが全

部埋まらない限りはなかなか町のほうも実施は、そういったところ、ひどい被害があって

いるところはないです。ただ、県か町かというところで判断が惑うのが砂防河川です。砂

防河川は結構大きな河川でも、県は施設があるところは県、あとは自然な土坡の護岸だっ
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たら町だというようなところで、余りすみ分けがはっきりしてないところではありますけ

ども、町内の中では議員近くの砂田川とか、そういったところは過去に要望があったとこ

ろを実施しておりますし、一級河川側でいけば、石見川は集落排水の施設の周り、日野川

につきましても生山周り、そういったところ、被害があったところ、想定されるところを

優先的に実施していただいております。 

 最終的にじゃあ要望が全部できるかというと、とてもそれほどすべからくの、県は相当

な補正予算を組んで実施はしていただいてはいますけども、すべからく全部というところ

までには届かないとは思いますが、やはり減災・防災、そういったものにつながるところ

はあと１年のその対策の優先配分にのるように協議していきたいというふうに考えており

ます。 

○久代委員 わかりました。 

○坪倉委員長 次に、県営住宅維持管理事務について、質疑ありますか。 

 次、１６１、１６２、住宅管理、定住促進施設、短期滞在型住宅について、質疑ありま

すか。 

 櫃田洋一委員。 

○櫃田委員 日南町定住促進施設宿泊研修所いわみにしなんですけども、お試し住宅との

比較がよくされるんですけども、それは研修生、あるいはその他、町外から来られる、移

住してこられる方の一時的なところ、それでお試し住宅、ひだまりの家というんでしょう

か、そこにはエアコンが入ってます。若干金額が、家賃というか、金額が高い部分もある

んですが、いわみにしもやはり今の時期に、２年間という一時的なので、なかなか住む人

がエアコンをつけるのは難しい。ことしなどはやはりかなり暑いですし、エアコンの設置

はどんなもんでしょうか。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 失礼いたします。議員御指摘のございました、いわみにしの定住促進住宅に

なりますけれども、おっしゃられますとおり、エアコン等、空調設備は、これは町営住宅、

特定公共賃貸住宅等も含めまして、役場のほうでは整備をしておりません。短期滞在型住

宅につきましては、極めて日数も短い利用がほとんどでして、あとテレビ等、冷蔵庫等、

家具が全て一式そろってますよということで、そちらのほうを売りにしておりますので、

そちらのほうは整備をさせていただいておりまして、電気代等も使用料の中で頂戴してい

る部分ではございますけれども、現在のところ、町営住宅等にエアコンを整備するという
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ことは考えておりません。 

○坪倉委員長 荒木博委員。 

○荒木委員 主な執行経費の中で、委託料というのがございまして……。 

○坪倉委員長 どっちですか。 

○荒木委員 どっちかというと１６１ページということになりますね。１６１ページの住

宅管理事務です。よろしいですか。 

○坪倉委員長 はい。 

○荒木委員 この真ん中で、主な執行経費というのがあって、委託料について伺います。

修繕計画策定業務について伺いますが、この委託先とか、それから策定業務内容というの

を教えていただけますか。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 御質問がございました修繕計画策定業務につきましては、本町で指名審査会

でお諮りをして、町で建設の実績のあったコンサルさん等々を８社指名をさせていただい

て、業者選定をしております。業務内容といたしましては、町内の７４戸の住宅、こちら

につきましては、町営住宅につきまして、植松山団地の４戸につきましては、建設からも

う５３年程度経過しておりまして、町といたしましては、現在入居の４戸が退去された時

点で除却の方向で考えておりますので、こちらを外した町営住宅の４３戸、特定公共賃貸

住宅３０戸、これにあわせまして、カンファト日南団地のほど近くにございます杉の家、

普通財産の住宅になりますけれども、計７４戸について、３０年度につきましては、外観

調査を行っております。こちらにつきましては、先ほど申し上げました７４戸の目視と触

診と打診による調査を行っておりまして、この調査はなぜ行ったかといいますと、公営住

宅に限ったことではなくて、公共施設、土木施設も含めまして、今、国のほうがライフサ

イクルコストの縮減ということで、長寿命化計画を策定しなさいということで、いろいろ

目標を立てられております。公営住宅につきましては、平成３２年度までにその長寿命化

計画を策定をしましょうということを国のほうが目標として掲げております。長寿命化計

画につきましては、今年度、予算要求をさせていただいたところなんですが、査定の段階

で、自分らでつくりなさいと、委託はやめて自分らで頑張ってつくりなさいという励まし

をいただきましたので、その長寿命化計画の前段として、大体この修繕にどれくらいの費

用が、各建物の、かかるのかという推計の材料とさせていただくために、この業務を発注

させていただきました。 
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 こちらの業務の結果といたしまして、成果品は結構ボリュームのあるものを成果として

受け取ってありますけれども、外壁等につきましては、やっぱり定期的に改修が必要で、

特に早急な対策は必要ないけれども、長寿命化を図るのには定期的に、１０年から１５年

サイクルで外壁の修繕をしましょうということや、植栽までに触れられまして、建設当時

に植栽をしたままで木が伸びっ放しになっているので、そちらのほうも住宅全体のイメー

ジも勘案して、ある程度の年限で手を入れましょうというようなことは記載されておりま

す。内装につきましては、皆さんお住まいの段階で判断、個別にしにくい部分があります

ので、退去の後に、入居者の入れかえのときに修繕をある程度の一定の期間を設けて行う

のが望ましいというような結果を住宅別にそれぞれ判断をいただいております。 

 たちまち対応しなければいけない住宅というものはございませんけれども、中でも町営

住宅のきりしま団地、平成３年建設しております。あと、霞のカンファト日南団地、これ

は平成、古いもので６年、建設をしておりますので、こちらのほうは老朽化がちょっと目

立っているというところで、そちらを優先して直されたほうがいいんじゃないかという提

案をいただいておるところです。 

 いずれにしましても、今年度、長寿命化計画を、他町の動向も、意見等も聞きながら、

策定の準備をしているところですけれども、単純に修繕だけの話ではなくて、大局的には

住宅の用途廃止ですとか、そういったことも含めまして、計画をよりよい計画になるよう

に作成を進めてまいりたいと思っております。以上です。 

○坪倉委員長 荒木博委員。 

○荒木委員 大体よくわかりましたが、自分たちでこの計画をされるということですよね。

それはいつまでにされるわけですか。かなりな件数になりますので。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 個別の修繕といった内容は、昨年度、３０年度、委託しました業務の成果を

大部分使わせていただこうとは思っておりますけれども、おおだたいの計画のところは今

年度内に策定しまして……。済みません。令和２年度ですね。令和２年度までには完成さ

せまして、ホームページ等で公表したいと思っております。 

○坪倉委員長 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 １６２ページの短期滞在型専用住宅の管理事務でございますが、そのうちお

試し住宅６戸、入居率が２８．２％となっております。他の住宅と比べてこの短期滞在型

におきましては、日ごとに入居が可能だということでございまして、この入居率というの
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がほかの住宅と違ってこういう低い形ではありますけれども、この数値だけを見ても、実

際にどの程度利用がされているのかなと、このいわゆる目的を、急遽、町外から来られて

利用したいという方々への対応ということもあろうかと思います。ということで、この入

居率はどういうふうな計算式によって出されたものかということを伺いたいのと、ちなみ

に６戸のうち全てが一時的にでも満室になったことがあるかどうか、それを伺います。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 済みません。先ほど私の説明が不足しておりましたけれども、１６０ページ

の県営住宅の管理事務から１６２ページの短期滞在型まで全部入居率を示しておりますが、

これは全部日数で、日にち単位で計算をして入居率を求めております。 

 先ほど御質問のありましたお試し住宅等につきましては、実際、入居が３日４日という

ようなケースもございます。高齢者住宅になりますと、冬期間中は住まわせてほしいとい

うとこで、ある程度固まった入居をしていただいておりますけれども、お試し住宅につき

ましては、非常にケースがいろいろありまして、多い入居理由としましては、やっぱり日

南町移住として家を探すまでの短い間住まわせてほしいですとか、中には自分の自宅にカ

ビが発生して、ちょっと短期間住まわせてほしいというようなことが理由として上がって

おります。 

○坪倉委員長 一時的に満室になった場合があるかどうか。 

 財原課長。 

○財原建設課長 昨年の決算の指摘で日割りということでありますが、町営住宅なり特定

の公営住宅については、そんなに実態と変わらないというふうに思います。長期的な方が

多いので、あきのときにはそういった数字になるということで、９０％手前ぐらいという

ところであります。お試し住宅につきましては、やはり１日計算なので、そういった意味

で３０％を切る数字は出たというとこですが、高齢者住宅につきましては、延べ人数でい

くと８名、お試しにつきましては１８名、短期的な方もあれば、長期の研修生、そういっ

た方も実際は入っておられますので、たまたまですが、きょうはちょっと目的が違うんで

すけども、高齢者住宅のほうは、ちょっと教育委員会からの依頼があって、全て高齢者の

ほうは埋まってます。という場合もありますし、意外とお試し側、移住定住側のほうは結

構満室に近い状態になるというところはあってます。逆に、高齢者のほうにつきましては、

当初、冬場の避難というか、住宅が雪害とか、なかなか一人で大変だというところで、そ

れなりに多くあったところもありますが、最近は意外と冬場に少ないという経過はありま
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すが、逆に、ここは元気なお年寄りが入っていただくということを前提としておりますけ

れども、それ以上、ちょっと難しいんじゃないかなという方も実際福祉保健課のほうのケ

アとかで、そういった方もふえてきているというのは実態にあります。 

○坪倉委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 今のお話のあった、岩﨑議員も質問されたひだまりの家についてなんですけ

れども、これ、規則を見ると、原則入居されるのは移住を検討している方なんだと思いま

すが、満室になることもあるということでしたが、ただ、実際には入居率２８．２％であ

んまり高くないということで、あけておくのはもったいないですので、入居率アップのた

めに、移住を検討している方以外の入居もどんどん進めたほうがよいというふうに考える

んですが、３０年度はそういう試みはされてたんでしょうか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 この住宅につきましては、設立当時の設置した目的があります。移住定

住、当時から都市から地方へ、今の地方創生なり、そういった関係の流れの中で、前町長

が施策として立ち上げたものであります。そういったこともあって、一般財源を出してで

もそういった移住に対しての支援をする施設だというとこで、ほかではシェアハウスなり、

民家を住宅を改築して、ウエルカムホームですか、よそではそういったような施策の中で、

日南町で取り組んだものであります。ですので、先ほどの一般財源を出してでも、光熱水

費は全て込みだという破格の条件で、来ていただくというためにつくったものです。そう

いった意味で、あいているからということになると、逆に今度は民業のほうに影響があり

ます。逆にいけば、この上にはイチイ荘なり、周りには旅館、住宅、そういったまた施設

は、指定管理で日南邑やゆきんこ村、そういったものを使っていただくのが原則だと思っ

ておりますので、これ自体は日割り計算の施設ですので、１００パーはまず、そういった

ものを目指してません。効率よくやっても５０パーまで行けば相当成果があるというふう

なものだというふうに考えておりますので、ここを埋めるという考え方はありません。た

だ、たまたま今ですけれども、教育委員会の関係で、留学生のホームステイ事業ですか、

教育委員会で今ちょうど京大院生が多分来ていると思いますが、臨時的にそういったもの

で行政とかかわるものに関しては、高齢者住宅側をあいとれば、そういったものは活用し

ていただくという、ある程度条件がありますけども、これまでも災害があって一時的に住

宅が被害があって避難をしていただくとか、そういったような使い方は臨機応変に対応し

ております。 
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○坪倉委員長 岡本健三委員。 

○岡本委員 民業への影響ということだったんですけれども、イチイ荘にしても、ほかの

旅館にしても、基本的には食事を出したり、あるいは部屋のほうもかなりきれいというか、

このひだまりの家よりはかなり整った状態で使ってもらっていると思うので、もちろん掃

除も民間の、何ていうんですかね、指定管理の業者さんがされてますし、ひだまりの家と

はまた客層の違う方がそちらには行くと思います。ひだまりの家というのはもちろん食事

も出ませんし、基本的には掃除も自分でしなきゃいけないというような状況ですので、余

り私は民業への影響というのは考えられないんじゃないかと思います。ということと、あ

と、移住を検討している方というふうに規約ではなってますが、目的はあくまでも移住定

住の促進です。移住定住の促進ということを考えた場合に、部屋をあけておいたら、全く

移住定住の促進になる可能性はゼロです。でも部屋に、移住は今すぐというか、今現在は

する気はないという人でも、あけずに入ってもらえれば、そこで日南町に滞在してもらっ

て、日南町を知ってもらって、移住する気になるという可能性も出てくるので、目的には、

別に滞在してもらうことがこの事業の目的にそぐわないということはないと思うんですが、

いかがでしょうか。 

○坪倉委員長 岡本委員、課長から説明がありました設置の目的、意義等はありますし、

先ほど言われましたように、日南町に定住、移住をする前段として、お試し的に二、三日、

日南町で寝起きしてみたいと、そういうふうな人には使ってもらえるような制度になって

おりますが、それ以外に旅行客とかというようなことになりますと、本来の目的に反する

ということになろうと思いますし、課長が説明した設置目的、意義については議会として

も共有していることでありますし、それに基づいた３０年度の運用がなされておるという

ことであります。岡本委員の意見につきましては、また別な機会にお願いをしたいと思い

ます。３０年度の決算にかかわるところでお願いします。 

 ほかにありませんか。 

 ないようでありますので、災害復旧費、耕地災害について、質疑ありますか。 

 林道災害復旧事業について、質疑ありますか。 

 公共土木施設災害復旧事業について、質疑ありますか。 

 以上で一般会計について、質疑を終了いたしたいと思いますが、この際、一般会計、建

設課全般について、質疑がありましたらお願いします。 

 岡本健三委員。 
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○岡本委員 済みません。聞き逃してしまいまして。１５４ページの林道新設改良事業の

林道船通山線落石対策事業です。これは多里の上萩山の地区に非常にかかわりのある事業

だと思うんですが、現在、上萩山地区へ通ずる道路というのは、萩原から上萩山へ登る県

道１本だけになってます。というのは、横田側への道路というのは工事中ですし、それで

冬場はどちらにしろ使えないんですけれども、船通山道路も今使えないと、そして船通山

道路から萩原へ抜ける道路もあるんですけども、それも今、通行どめになっているという

ことで、今、上萩山は１本の道路しか通ってない。ですので、もしその１本に何かがあれ

ば、孤立してしまうような状態に今なっております。ということで、船通山のこの落石対

策事業というのは非常に重要だと思いますので、ちょっと３０年度のこれまでの経緯を説

明していただきたいのと、あとちょっと決算という趣旨からは外れるとは思うんですが、

現在の進行状況みたいなものも教えていただければと思うんですけれども。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 林道船通山線の落石対策事業につきましては、平成３０年３月に落石が発見

されまして、その後、すぐにのり面の調査をいたしまして、昨年の６月補正で委託料のほ

うを計上させていただいた経緯でございます。 

 現在の状況でございますが、測量設計を実施しているところで、また、用地につきまし

ては、島根森林管理署の土地だということで、そちらの協議を今進めているところでござ

います。いずれにしても、本年度１０月ぐらいまでには設計のほうを固めさせていただい

て、工事のほうを進めていくような状況でございます。以上です。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 １５３ページの治山事業の関連です。３０年度において、建設課では、先ほ

ど説明いただきました井戸水の安定対策あたりのいわゆる補助金の見直しをされたとお話

を聞きました。逆に、これは補助金ではありませんが、この治山の地元負担金３０万を４

０万に変えてから１５年以上たっておると思いますが、こういった部分でのいわゆる負担

金や補助金の見直しいうことで、負担金の見直しは３０年になされなかったのか、そこを

お聞きいたします。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 治山事業に係る負担金、今、定額４０万円、１カ所について４０万円と

いうことを決めてから１０年ぐらいたっていると思います。当時は、今でもですが、県の

要綱からいけば、負担金は事業費の１０％をもらうとか、そういったようなメニューにな
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ってます。逆にいけば、１００万単位の工事で１０万円だったら問題ないですが、今、対

策工事、ちょっとやればすぐ１，０００万事業になるというとこで、そうすると、１０％

といえば１００万円になる。そこまで負担を求めるのかというような経過の中から、少額

があるかもしれませんが、４０万円、これまでほかの事業についてもそのあたり、４０万

円が負担の上限として妥当だろうというところで決めた経過があります。 

 ３０年度につきましては、引き続き一定額４０万円という考え方は変えておりません。

ただ、県の中では、やはり昨年災害があちこち起こっております。斜面の災害は逆に中部、

東部のほうが特に多かったと思いまして、そういった中で、事業の事業実施のあり方全体、

国がすべき事業、県がすべき事業、町がすべき事業、そういった中で仕組みを考えていく

というとこで、ちょうど今現在、県の中では検討をされてはおると思います。ただ、４０

万円が高いのか安いのかという議論はその中で今後あると思いますが、現在のところ、数

百万円かかって４０万円の負担でできると思えば、それ以外は町のほうが負担をしている

ものもありますので、負担の限度としてはお願いできる範囲ではないかなというふうに考

えております。 

○坪倉委員長 ほかにありませんか。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 昨年の７月と９月の台風の激甚災害がほとんどが繰越明許になっているわけ

だけども、最初の耕地災害は４５％という進捗率のお話がありましたが、繰越明許になっ

た１６４ページの林道災害ですよね、３０年度７月の豪雨災害、台風２４号の災害で、ま

だ全然着手されていない繰越明許が、設計は終わっておると思いますけども、入札も全然

されていないところがわかれば教えていただきたいと思いますが。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 失礼します。昨年度の災害復旧工事でございます。事業的には３つ、耕地災

害復旧事業、林道、公共土木災害復旧事業と３つありまして、耕地災害につきましては、

全箇所、工事の発注が終わっているところでございます。 

 続きまして、林道災害復旧事業でございますが、今の８月末でございますが、発注でき

てない箇所が５件ございます。 

○坪倉委員長 久代委員。 

○久代委員 ７月豪雨災害が１０件、台風２４号が４件ありますよね。この資料にある。

そのうちのトータルで５件がまだ発注されてないということですか。入札が終わってない
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ということですか。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 内訳につきましては、７月豪雨が２件、台風２４号災害が３件でございます。 

○坪倉委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 ここに明記されている箇所をはっきり明示していただきたいと思いますが。

１０件と４件のうちのまだ発注されていない箇所、どこどこか。 

○坪倉委員長 相見室長。 

○相見室長 ７月豪雨につきましては、林道窓山線と林道小熊井谷線、台風２４号につき

ましては、林道小熊井谷線が２カ所と林道大林線が１カ所でございます。 

○坪倉委員長 以上で一般会計の質疑を終了いたします。 

 次に、簡易水道事業特別会計に移ります。 

 安達室長。 

○安達室長 そうしますと、資料のページで１９８ページとなります。簡易水道事業特別

会計です。この後説明をさせていただきます農業集落排水事業特別会計につきましても同

様ですけれども、冒頭、課長が申し上げましたように、ことしの４月から公営企業会計に

両会計が移行しました。このため、簡易水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、

両会計、平成３１年３月３１日をもっての歳入歳出状況による決算となります。 

 簡易水道事業に関しましては、基金の取り崩しによりまして、決算額が、歳入３億２，

０２０万７，０００円、歳出総額１億９，４８８万１，０００円で、歳入歳出差し引き額

が１億２，５３２万６，０００円となりました。前年度に対しまして歳入決算額が１５．

５％減の５，８７９万６，０００円、歳出決算のほうが前年比４８．６％減の１億８，３

９６万７，０００円となっております。年度末における水道普及率は７２．４％でござい

ます。 

 決算状況につきまして、重立ったところを申し上げます。 

 歳入につきましては、国庫支出金のほう、６１．７％、大幅な減となっております。こ

れにつきましては、事業費が２９年度、大きかったところもございまして、大幅に金額が

減額となっております。あと、繰入金ですけれども、基金の取り崩しによりまして、８８．

２％、前年比増の数字となっております。諸収入でございますけれども、９１６万８，０

００円、これにつきましては、消費税の過去に上って修正申告がございまして、この還付

金が６８２万円というところで、大幅に増額となっております。町債につきましては、先
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ほど申し上げました事業量の減と、あと３月以降に受け入れている起債、町債ございます

ので、こちらの関係で９５．６％、歳入の減となっております。 

 歳出につきましては、前年比５６％減の４，７４６万５，０００円、事業費につきまし

ては、これは統合簡易水道事業に係るものですけれども、７，２３０万８，０００円で、

前年比６２．８％の減、公債費につきましては、ほぼ前年並みの７，５１０万８，０００

円の決算となっております。 

 そうしますと、次のページ、１９９ページ、簡易水道事業について説明をさせていただ

きます。 

 事業の目的といたしましては、安全・安心な飲料水を安定して供給するという事業内容、

目的は変わっておりません。決算額が４，７４６万５，４０９円で、前年度と比較しまし

て６，０３４万７，３７６円の減となっております。事業の内容としましては、水道の施

設及び修繕等の維持管理、また、３０年度は移転補償工事やメーター器の交換工事、また、

水質検査や配水池の清掃、また、料金の徴収等の事業を行っております。主な執行経費と

しましては、重立ったところを申し上げますと、工事請負費９８５万８，０００円となり

ますけれども、これは県の補償工事２２５万７，０００円、また、先ほど一般会計のほう

でも話のありました町道内方線の改良工事に伴って、町の補償工事、水道管、上下水道の

管の補償工事で３３０万円の工事費を支出しております。あと、備品購入費につきまして

は、災害を受けまして、給水タンクのユニット等の購入や水道のハンディーターミナルの

更新等を行っております。次年度の繰越明許額になりますけれども、工事請負費、遠方監

視施設の整備のほうが２，９５６万円となっております。財源内訳としましては、水道料、

負担金が３，２７０万円、基金利子収入が１５万４，０００円、基金の繰入金が１億３，

０６０万８，０００円、前年度繰越金が１５万６，０００円、移転補償費としまして１５

４万２，０００円、その他、督促手数料等が８０万８，０００円、あと消費税の還付金が

６８２万円となっております。 

 続きまして、駆け足で説明いたしますけれども、次ページの簡易水道統合整備事業にな

ります。こちらにつきましては、平成２６年度から工事着手しております日野上地区と生

山地区の簡易水道の統合につきまして、平成３０年度は締めくくりの工事をしております。

工事の内容としましては、小原のほうに配水池の築造、またその敷地の整備、送配水管の

整備、あと浄水場の改修を行っております。執行経費としましては、大きいところで工事

請負費６，８４９万４，０００円となっております。３１年度に一部、日南橋と桜原橋の
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橋梁添架の工事を予算１，２２６万円、繰り越しをさせていただいております。財源とし

ましては、基金の繰入金が３，６７２万９，０００円、国庫補助金が１，７８５万９，０

００円、一般会計からの繰り入れが１，１４１万８，０００円、町債のほうが６３０万円

となっております。 

 続きまして、２０１ページ、公債費償還事務でございます。こちらにつきましては、簡

易水道事業に係ります公債費の償還を行っております。平成３１年度の決算が７，５１０

万８，４２７円で、前年度と比較しまして１５６万８，０４３円の減額となっております。

こちらにつきましては、償還計画に基づきまして、平成３０年度の公債費の元利償還を行

っております。執行経費としましては、元金分の償還が６，２８０万１，０００円、利子

分の償還が１，２３０万７，０００円となっております。財源といたしましては、一般会

計の繰入金と水道料金で賄っております。 

 簡易水道事業特別会計につきましては以上です。 

○坪倉委員長 説明が終わりましたが、質疑を行います。 

 １９９ページの施設管理費について、質疑ありますか。 

 古都勝人委員。 

○古都委員 特定財源の中に消費税の還付金６８２万４，０００円と非常に高額な還付金

が財源化されておりますが、６８０万という還付というのはどういういきさつでこういう

額が出たわけでしょうか。 

○坪倉委員長 修正申告の内容ですね。 

 安達室長。 

○安達室長 済みません。修正申告のつまびらかな内容を、済みません、把握をしており

ませんけれども、過去５年にわたって修正申告をしたというところで、５年分で６８０万

円という還付金ということで把握しております。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 修正をしなければいけなかった理由について教えていただけますか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 消費税の申告、正直、結構計算が面倒なものですけど、基本的にいけば、

料金の収入について預かる消費税、あります。それと、何も通常の修繕とか、小規模なも

のでしたら、それに伴って支出した経費に伴う支払い消費税と、その相差というところで

計算をしますので、最初は料金に係る預かった消費税の部分が大きいということで、それ
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で一度納めます。この近年ですが、簡易水道事業の統合事業、日野上と生山事業で工事を

多額にわたって発注してます。ということで、特別会計の中から支払った消費税が多額に

なるというところで、その中で消費税の確定、修正をするに当たって、払った分が多いの

で返してもらえるというような流れで還付が生じております。 

○坪倉委員長 単年度で整理できてなかったということですかね。工事請負費等の。 

○財原建設課長 工事請負費につきましては、通常ですと、工事は４月１日を越えてから

支払いなり、３月中には終わるんですけども、４月１日を越えて払ったり、年度中途にも

起こるんですけども、その締め日において確定をしてないものについて修正を行うという

流れになってます。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 よくわからんのですが、払い過ぎておったということを戻すということです

が、５年前もそうするとそういうことがあったんじゃないでしょうか。いわゆる還付期間

が５年だから５年分という表現ではないんでしょうか。そこら辺はどうでしょう。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 還付につきましては、この統合事業で工事費が大きかったというところ

で、２６年あたりから生じております。税額につきましては、それぞればらばらではあり

ますけれども、申告期間という、例えば３０年度の分につきましては、ちょうど今持って

おりますけど、毎年９月が申告の期限です。ただ、実際、事業の会計を締めると、３月３

１日に、これまでは５月３１日の出納閉鎖の期間等もありますけれども、そういったもの

も含めてありますので、ちょっと説明がすっきりできませんが、申告する時期は９月、そ

れと確定をするのがこれまでは対象期間は年末と、１２月３１日締めということで計算を

しておりますので、その申告した時期と確定した時期がずれが生じている。それに対して

納めたもの、払ったもの、そういったものを計算して、これは税務署に最終的に協議して

認めてもらって確定を行った結果であります。還付する場合が今回多かったですけれども、

逆のケースも、預かったものより料金のほうがたくさん残ってたという場合もあり得るケ

ースはあります。 

○坪倉委員長 古都勝人委員。 

○古都委員 問うたのは、５年前もそういうことがあったのではないかということですが、

それをもう一度確認させていただきますし、水道料金にかかわる部分はないということで

よろしいでしょうか。 
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○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 料金も含めての確定申告になると思いますので、年度別のこれまで、特

に事業期間の中には還付ということが起こっておりますので、そのあたりはこれまでの経

過、確定申告の書類等を整理して資料を出させてください。還付額については。申告額、

還付額については資料を出させてください。 

○古都委員 ５年前は。 

○財原建設課長 ５年前はちょっと今ありません。 

○坪倉委員長 大西保委員。 

○大西委員 １点お願いします。遠方監視施設整備ということで、次年度への繰越明許に

なってますが、これは実際にいつごろにできるんでしょうか。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 御質問のありました遠方監視整備につきまして、９月下旬の発注の予定にし

ております。年度内完了を目途としております。よろしくお願いいたします。 

○坪倉委員長 以上で簡易水道事業特別会計を終わります。 

 次に、農業集落排水事業特別会計について説明を求めます。 

 安達室長。 

○安達室長 続きまして、お手持ちの資料の２０２ページ、農業集落排水事業特別会計に

ついて説明をさせていただきます。 

 前段につきましては同じとなりますけれども、こちらの特別会計につきましても、平成

３０年度の決算で特別会計最終の決算となります。基金の取り崩し等、こちらの会計も行

っておりまして、決算額が、歳入３億６，８６０万１，０００円、歳出総額１億５，５９

８万６，０００円で、歳入歳出差し引き額が２億１，２６１万５，０００円となりました。

歳入決算額は前年比４６．９％増の１億１，７６５万９，０００円、歳出決算額は前年比

３６％減の８，７７４万４，０００円となっております。年度末における下水道整備率で

すけれども、昨年と同じ８８．７％という結果になりました。 

 決算状況について、重立ったものを説明させていただきます。 

 歳入のほう、国庫支出金のほうは皆減となっておりますが、これは先ほどと同様ですけ

れども、３月以降に国の交付金を受け入れておるもので、３０年度はゼロとなっておりま

す。繰越金につきましては、前年度が１６２万円のところ７２１万円で、大幅に繰越金の

増となっております。順番が前後しましたけれども、繰入金のほうは、基金の取り崩しに
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よりまして９４．１％、前年比増になっております。町債につきましても、４月以降の借

り入れとなりまして、皆減というふうになっております。 

 歳出につきましては、業務費につきまして、５７．１％の減、６，４７６万４，０００

円となりました。事業費は、浄化槽の整備に係る部分になりますけれども、前年比２．

８％増の４３５万６，０００円、公債費につきましては、前年とほぼ横ばいの８，６８６

万６，０００円となっております。 

 ２０３ページの農業集落排水一般管理業務について説明をさせていただきます。 

 こちらの業務では、農業集落排水、町内４カ所整備しておりますけれども、こちらの維

持管理業務を行っております。生山・霞、多里、石見、矢戸の４地区で、平成３１年度末

の接続利用は８５０件、前年比９件減となっております。事業の成果としましては、町内

の４カ所の施設、マンホールポンプが７２カ所ございますけれども、こちらの維持管理

等々を行っております。執行経費としましては、通常と特に大きな差異はございませんけ

れども、先ほど簡易水道事業でも申し上げました警報装置整備の工事請負費２，５００万

円を３１年度に繰り越しをさせていただいております。こちらにつきましても９月末発注、

年度内完了を目途としております。特定財源としましては、下水道料金と加入に係る分担

金４，５１７万９，０００円、基金利子２０万２，０００円、繰越金４８０万７，０００

円、諸収入が、先ほど申し上げました移転補償費やその他の収入が３３万８，０００円、

３７２万円となっております。基金からの繰り入れが、余剰金全額受け入れた形になりま

すので、１億８，８８４万５，０００円、あと消費税の還付金が７８万４，０００円とな

っております。 

 続きまして、２０４ページになります。特定地域生活排水処理一般管理業務です。こち

らにつきましては、町の管理する浄化槽につきまして、維持管理を行う業務になっており

ます。浄化槽の維持管理が年度当初の計画７８２基ございまして、年度末に増減でプラ

ス・マイナス・ゼロになりまして、計画と同じ実績が、７８２基の実績となっております。

こちらにつきましては、支出のほうは、３０年度の決算が２，５２４万７３７円となりま

して、前年比１，８００万円となりました。これにつきましては、施設の管理委託料等を

４月等に支出しておりますので、そちらのほうで前年度との差異が生じております。財源

といたしましては、浄化槽に係る下水道料金３，０２９万３，０００円、督促手数料９，

０００円、繰越金２４０万５，０００円、その他、消費税の還付金を７８万４，０００円

を充当しております。 
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 続きまして、２０５ページ、特定地域生活排水処理事業となります。こちらの事業につ

きましては、町が主体となって合併処理浄化槽の設置を推進するという事業になっており

ます。平成３０年度の決算額が４３５万５，６４０円で、前年と比較しまして１１万８，

８００円の増額となりました。工事の内容としましては、７人槽４基、当初、１０人槽１

基を計画しておりましたけれども、実績といたしまして、５人槽が２基、７人槽が１基の

実績となっております。執行経費としましては、全額工事請負費となっております。４３

５万６，０００円となっております。特定財源としましては、事業費の分担金が７３万円、

それ以外を基金の繰入金を充当しておるところです。 

 続きまして、駆け足ですけれども、２０６ページ、農集・特定公債費償還事務でござい

ます。こちらにつきましては、農業集落排水事業及び合併浄化槽、特定生活排水事業に係

る公債費の償還を行っております。このうち農業集落排水事業分の公債費が７，０２８万

２，０００円、浄化槽分の公債費が１，６５８万４，０００円となっております。この償

還に係る財源ですけれども、一般会計繰入金が７，９７１万４，０００円、基金繰入金が

７１６万４，０００円となっております。歳入差し引きで、歳入超過額１万２，０００円

超過というふうに表記をしておりますけれども、これは、３月３１日償還分の１万２，０

００円の予定がございましたけれども、３月３１日が日曜日となりましたので、４月１日

に償還をさせていただきまして、この相差の１万２，０００円となっております。 

 農業集落排水事業特別会計につきましては以上です。よろしくお願いいたします。 

○坪倉委員長 説明が終わりましたので、質疑に移ります。 

 ２０３ページの一般管理費について、質疑ありますか。 

 古都勝人委員。 

○古都委員 ３０年の当初予算のときに、いわゆる生山・霞地区のところだったと思いま

すが、監視ができなくなっておるので、至急に工事がしたいということで、たしかボック

スの中にそういうものがあって、写真も見せてもらったと思っておりますけれども、この

１年間、その対応はどのようにしておられたか、お聞かせを願います。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 農業集落排水施設に関しましては、４つの浄化センターにつきましては、簡

単な通報装置がございまして、これは携帯電話等に通報が入るものですけれども、これが

委託しておる管理業者と職員のほうに入っておるようにしております。実際の対応としま

しては、おおむね維持管理業者のほうで対応をいただいておるところです。あと、国道沿
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い等、道路沿いにあります中継ポンプ、町内７２カ所の中継ポンプにつきましては、御存

じのとおり、現在のところまだパトランプが回って、目視でないと確認できないというと

ころで、町民の皆様方から情報をいただいたり、職員から情報をいただいて、職員が赴い

て、故障の内容を把握しているところです。 

○坪倉委員長 質問のあった生山・霞のふぐあいなところの改良についてはどう対応した

か。 

○安達室長 生山・霞地区につきましては、処理場のＩＣコントローラーの不調がござい

ます。非常に高額な機械となりまして、今、代替器を設置しまして、運用のほうには支障

がないようにはしておりますけれども、これも今年度内に取りかえのほうを予定しておる

ところです。 

○坪倉委員長 荒木博委員。 

○荒木委員 課題等というところに今後検討しなきゃ、使用料の見直しという項目が入っ

ておりますけども、これは将来的に料金を上げていくということでしょうか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 使用料の件につきましては、前年度も同じようなことであったと思いま

すが、基本的には前町長、現町長在任中については上げないと、そのかわり、そういった

ことで基金を積み増しして、そういったものの負担に対して対応するという考え方であり

ます。ただ、いずれにしても、古都委員もおっしゃったように、施設はどんどん老朽化し

ていきますし、２０数年たって古くなったといっても、それ以上にほかでは施設の老朽化、

更新、そういったものが必要になってくるという計画を、長寿命化なり延命化なり、そう

いったものを進めるに当たっては、将来的にはそういったものに備えた適正な料金が必要

だということは、将来的な負担、適正な料金設定、そういったものを今年度の事業会計の

決算なり、そういったものを見据えながら、将来的には検討していきたいというところは

変わりありません。 

○坪倉委員長 荒木博委員。 

○荒木委員 わかりました。町長も言っておられて、在職中は上げないというふうに聞い

ておりました。 

 今、一番上の計８５０件というのがございます。当然人口が減少してきておりますので、

当初の計画よりは使用人口というのはかなり減っているというふうに思いますが、今、ど

のような状態になっているのか伺います。 
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○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 浄化槽につきましては、議員さんおっしゃいますとおり、人口減によりまし

て……。集落排水。失礼しました。 

 集落排水につきましては、人口減で若干使用のほうが毎年微減しているような状態であ

ります。その辺の人口減少を見据えて、日南町の生活排水処理基本計画では、平成４０年

度の目標、人口減少を踏まえて今から約２割減の目標として定めておるところです。 

○坪倉委員長 荒木委員。 

○荒木委員 平成４０年には今から２割また減少すると、使用人口がということですよね。

当初の設計からいうとどのくらい減少したことになるんですか。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 処理人口の推定なり計画というのは、施設を計画する、設置する段階で

想定するものがあります。実際、ちょっと手元にはないんですが、大方の施設については、

処理人口には追いついてないという認識ではあります。逆に、単純に接続しない方がまだ

ありますので、そういった分は減っているというところもありますれば、逆に、生山、霞

周りは、当初想定してない施設がどんどんできました。小学校が統合で新築になってます

し、道の駅なり、そういったもので、商業施設なんかも当時つくったときにないものがた

くさんあって、逆に当初計画したものより、スタートしたときより流入量がふえていると

いうところもあってます。 

 そういったとこで、人口の減少というのは全体的な話ですけども、集落排水についても

そうですが、先ほどの簡易水道につきましても、人口動態に応じて、料金自体は正直微減

でこれまで推移すると思うんですけれども、人が減っても家は減りません。そうすると、

基本料金は固定ですけども、例えば人員が伴う農業集落排水のほうが今度は減るほうはち

ょっと大きくなっていくというようないろんな推計が必要になってきます。先ほどの料金

推計、そういったもので、ストックマネジメントといいますが、今年度、予算を幾らかい

ただいております。将来的な料金を決める中でもそういった処理人口なり、処理量なり、

そういったものを含めて、人口動態も重要な根拠の一つになっていきますので、その中で

整理をしていきたいと思ってます。現在のところ極端にどんと減っているというわけでは

ないというところで、基金で調整しながら運用ができるのではないかというふうには、今

の任期内では、きちんとした数字では上がってませんけども、決算上はそういったところ

で考えております。 
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○坪倉委員長 次、特定地域生活排水処理一般管理について、質疑ありますか。 

 次に、排水処理事業についてありますか。 

 古都勝人委員。 

○古都委員 ２９年だったと思いますが、お話をした件でございますが、これの定期点検

の回数、そのときには報告書がまだ全部そろってないというお話がありましたけども、指

定業者からの報告書のチェック、どのようになっているか。 

 それと、よく聞くのは、利用する者も年をとって、おいでいただいたか、おいでいただ

いてないか、はっきりわからないということがあって、何かシールでも張ったらどうかと

いうような気もしたんですけれども、３０年度におけるそういった事故はなかったのかど

うかをお伺いいたします。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 古都議員の御質問ですけれども、浄化槽につきましては、浄化槽法で法定検

査が定められております。１１条検査というものがございまして、これは年に１回、定期

検査を受けなければいけないということになっております。日南町におきましては、浄化

槽の維持管理を２業者に委託しておりまして、基本、年３回、検査をしていただくように

しております。その検査の結果、状況が悪いようなものは、くみとりを行ったり、修繕を

行ったりしております。年間、基本は３回としておりますけれども、たまたまその検査が

状況によっては一月ずれて、翌年度に持ち越すというような事例もあっておりますが、お

おむね３回ということで、適正に管理はされているというふうに認識しております。以上

です。 

○坪倉委員長 ほかにありませんか。 

 荒木博委員。 

○荒木委員 今、浄化槽が出ましたので。この事業で設置した浄化槽の中で、まだ未接続

という箇所はありますか。 

○坪倉委員長 安達室長。 

○安達室長 日南町では平成９年度から浄化槽の整備を行っているものにつきまして、全

てで７９１基の浄化槽を町が主体で整備をしております。 

 済みません。平成９年からは浄化槽市町村整備推進事業で整備をしております。それ以

前、平成３年度から整備しております浄化槽が約８０基、全部で平成３０年度末で……。 

○坪倉委員長 町管理の施設で。現時点で。 
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○安達室長 町管理の施設で未接続の浄化槽が現在２４基となっております。未接続の浄

化槽に関しましては、平成１７年のものが最後で、それ以降のものについては全て接続を

していただいております。以上です。 

○坪倉委員長 荒木委員。 

○荒木委員 未接続が思ったより多い、２４基あるわけですよね。それに対しては、やは

り指導はされているわけですよね。 

○坪倉委員長 財原課長。 

○財原建設課長 未接続の問題は、ちょっと前にはあってたと思いますが、その当時から

いけば、ざっと４０基ぐらいあったと思います。それから思えば、住宅改修や、今回も今

月新しく接続されるというような方があっておりますので、そういったもので、逆に減っ

ておると思います。ただ、まだ２４基残っているというのは、やはりそういった事業がま

だ取り組めてない方なり、高齢、独居、そういったことで、経済的な問題もあるのか、将

来的な住宅の維持というような問題を抱えている方が多いと思いますので、こちらのほう

から接続してくださいというのはもうそういった時期で一度切れておりますけれども、住

宅改修等の事業をもってつなげられている方というのは、逆に近年ふえているというふう

に、効果が出ているというふうに思っております。 

○坪倉委員長 ほかにありますか。 

 以上で集落排水事業特別会計について、審査を終了いたします。 

 以上で建設課関係については質疑を終了いたします。意見等がありましたら、後ほど提

出をお願いします。 

 ここで休憩をいたします。再開は午後１時といたします。 

〔休  憩〕 

○坪倉委員長 ただいまから会議を再開をいたします。 

 これからは住民課の所管事項について審査を進めてまいります。 

 最初に、一般会計の調書では６１ページの総務費から６９ページの民生費まで審査を行

いたいと思います。 

 課長から説明を求めます。 

 淺田住民課長。 

○淺田住民課長 住民課の説明員をまず御紹介したいと思います。 

 高柴税務室長、それから島山住民生活室長、それと私、淺田の３名で、よろしくお願い
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いたします。 

 初めに、３０年度予算の予算審査特別委員会での審査報告書ですけれども、こちら、住

民課のほう、御指摘の案件、ありませんでしたので、割愛させていただきたいと思います。 

 続きまして、住民課からの提出資料としまして、タブレットの決算審査特別委員会の中

の各課提出資料、住民課の中をお開きいただきたいと思います。この中に、日南病院の繰

り出し基準計算表というものを今回つけさせていただきました。これは毎年御指摘という

か、御説明を求められておる案件でございますけれども、石見東のソーラー発電、これの

発電量、売電額のほうの一部を日南病院会計に繰り入れておるというものでございます。

これにつきましては、年度とは違って、１月から１２月までで締めさせていただいており

ます。ここの中で、売電額としまして、合計額が１，４０９万７，１０６円とあります。

これに対して下の欄に、それに関する経費でございます。それが合計で３４５万５，０５

７円、これが経費としてかかっております。それを差し引きしたところが繰り出しできる

金額ということになります。本年度、一番下に書いてございます１，０６４万２，０００

円、これを病院会計のほうに繰り出しをしております。３０年ですね。３０年度に繰り出

しをしております。これにつきましては、病院事業会計の決算書のほうにも数字が上がっ

ておりますので、また御確認いただけたらと思います。 

 住民課の内容説明につきましては、各室長のほうから行いますので、よろしくお願いい

たします。 

○坪倉委員長 高柴室長。 

○高柴室長 住民課の説明をいたします。 

 まず、６１ページをごらんください。税務総務一般管理事務でございます。決算額が４，

０５７万３，９３７円です。前年と比較しまして１，７１５万９１８円の増でございます。

こちらの費用につきましては、平成３０年度固定資産税の税連携システム改修費用による

増加によるものです。事業としましては、税務事務一般で、給与費のほか、賦課徴収事務

を行うために支出をしたものです。 

 続きまして、６２ページをごらんください。賦課徴収事務でございます。決算額が６８

８万７，５４４円で、前年と比較しまして１６６万９，８９５円の増です。こちらに関し

ましては、法人税の過年度還付金と住民税の特別徴収決定通知書のほうを書留のほうで送

付したことによる役務費の増によるものです。事業としましては、納税通知書の発送や納

税奨励金過年度分の過誤納還付金を支出したものです。成果としまして、昨年度、２４件、
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１４２万２，１６４円の差し押さえ、また、不納欠損でございますけども、税と特別会計

の国保税のところを合わせましたところの５６件、１７５万１，１６５円の不納欠損を行

っております。以上でございます。 

○坪倉委員長 島山室長。 

○島山室長 続きまして、調書６３ページをごらんください。戸籍住民基本台帳一般事務

です。戸籍届、住民異動届、外国人登録法に基づく各種届及び印鑑の登録または廃止に係

る申請の処理並びに諸証明書の発行等を行っています。決算額１，１３８万６，８０８円

で、前年度決算額に対して２７８万８，７４７円の減となっています。これは、２９年度、

嘱託職員１名分の賃金、共済費等を支出していたものが減となったものです。平成３０年

度の戸籍届け出件数は４５８件、住民票記載数は１３４名、消除数は２５４名となり、１

２０名の減となりました。 

 ６４ページをごらんください。住民基本台帳ネットワークシステム運用事務になります。

決算額２８０万２，８１６円で、対前年度決算額４万３，５８４円の減となっています。

３０年度は３４件の個人番号カードを交付しております。主な執行経費は、ネットワーク

システム共同利用料、共同利用することで情報システムに係るコストの削減、業務負担の

軽減及び情報システムの共通化を実施し、住民サービスの向上を図ることを目的としてい

ます。個人番号カード関連事務の委任に係る交付金となります。 

 ６５ページをごらんください。ワンストップ行政システム運用事業になります。決算額

３２３万１，５４９円で、対前年度決算額２万９７２円の増となっています。住民課と町

内８局の郵便局並びに福祉保健課を専用回線で結ぶワンストップ行政の運用により、窓口

業務の利便性の向上を図っています。平成３０年度は３３２件の利用がありました。 

 ６６ページ、旅券発行事務になります。決算額７万６，０００円です。主な執行経費は、

パスポートの発行事務に係る郵券料となります。平成３０年度は５４件のパスポートを交

付しました。 

 ６７ページをごらんください。民生一般管理事務になります。決算額１，３８６万７，

０００円で、３万３，０００円の減となっています。日南町住宅改修助成条例に基づき、

住宅改修経費の一部を補助率５分の１、上限額３０万円の範囲で助成しています。町民の

住環境の向上と町内の住宅関連産業の活性化を図るため、助成金額のうち２分の１以内の

金額を現金で支給し、残額は日南町商工会に発行を委託した商品券にて支給しています。

平成３０年度の住宅改修助成金交付申請状況ですが、７４件となりました。前年度に比べ
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て申請件数は減少しておりますが、利用についての相談も多く、引き続き制度の周知を図

ってまいります。 

 ６８ページ、国民健康保険事業です。決算額５，０９２万９１２円で、８６４万８１４

円の増となっています。国民健康保険事業の円滑な運営に寄与するため、一定のルールに

基づき国民健康保険特別会計へ繰り出しを行っています。 

 ６９ページ、後期高齢者医療に係る事務になります。決算額１億３，６３４万７，８１

５円で、２６万８，５４５円の増となっています。被保険者の療養給付に係る後期高齢者

広域連合への負担金の支出及び後期高齢者医療特別会計への繰り出しを行っています。 

 続いて、下段に行きます。国民年金取り扱い事務になります。決算額７７６万３，２６

４円で、３６３万６，１１５円の増となっています。主な執行経費は、職員人件費、郵券、

電話料などです。前年度に比べ増となった要因は、届け書電子媒体化対応、年金生活者支

援給付金システム制度対応、産前・産後免除制度対応など、国民年金の制度改正対応業務

に係るシステム改修があったことによるものです。失礼しました。 

○坪倉委員長 以上、説明が終わりましたが、質疑を受け付けます。 

 ６１ページの税務総務一般管理について、質疑ありますか。 

 岩﨑委員。 

○岩﨑委員 いろいろと税金の申告のシステムを紙ベースのものから電子化されたりして

おります。所得税の確定申告あたりもかなり普及しているんじゃなかろうかと思いますけ

れども、それによりまして、役場の業務が便利になって、作業的にも少なくなったりもす

るかと思いますけれども、今の確定申告を電子申請をされている率とか、確定申告のすべ

き人が電子申告を何％ぐらい、あるいは何件ぐらいあるものかということをちょっと伺い

たいのと、それと、やはり社会の流れとして、そういうような電子化に進んでおるわけで

ございますけども、そういう部分に対して、税金の申告あたりもどのような形で住民課と

して広報、ＰＲをされているか、そこを伺いたいと思います。 

○坪倉委員長 高柴室長。 

○高柴室長 済みません。確定申告における電子申告の件数ですが、ちょっと資料を持っ

てきておりませんが、受けているところで大体９９％は電子申告で、うちからではありま

すけども、送っているという状況です。うちのほうから電子申告で送れないものについて

は、肉用牛の免税のものが電子で送れませんので、それ以外のものは税務署のほうに電子

申告で送っている状況です。 
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 あと、青色申告の方についても、自分でされている方については、ほとんどというか、

半分ぐらいは電子申告をされているような状況であると思っております。 

 広報につきましては、１２月の広報と一緒に、確定申告の御案内や税務署からのチラシ

のほうも同封させていただいているところです。また、ホームページのほうにも確定申告

の御案内や資料につきまして掲載しておりますので、ごらんいただければと思います。以

上です。 

○坪倉委員長 個人や企業等が直接申告されるときの電子申告の件数ですよね。 

 岩﨑委員。 

○岩﨑委員 ちょっと質問の仕方が悪かったと思います。いわゆる所得税の確定申告を電

子申告で、確定申告書はこうだとかいうのが、ポータルサイトが、国が設けたところがあ

りますけども、いわゆるそこで申告を、そのシステムを使ったりして所得税の申告をされ

ます。その方が町内の確定申告者数の何割ぐらいになるのかなということですが、先ほど

のお話では、半分ぐらいということですか。それは青色申告の方が半分であって、青色申

告でないいわゆるそれ以外の、白色申告というんですかね、この方々を含めたところでは

どの程度いらっしゃいますでしょうか。 

○坪倉委員長 高柴室長。 

○高柴室長 青色申告の方につきましては、役場に持ってこられる方については、ほとん

どが紙での提出になっております。国税連携といいまして、税務署に電子申告をされた方

のデータにつきましては、税務署のほうからうちのほうに来ておりますが、そちらの方に

ついては、ほとんど電子申告で青色申告も出されている状況です。日南町でしている白色

申告の方については、事務補助をしておりまして、そちらの方については、先ほども説明

しましたが、９９％ぐらい電子申告で出しているという状況です。以上です。 

○坪倉委員長 次、賦課徴収事務について、質疑ありますか。 

 次、６３ページ、戸籍住民基本台帳事務について、質疑ありますか。 

 次、住民基本台帳ネットワークシステム事業について、質疑ありますか。 

 岩﨑昭男委員。 

○岩﨑委員 個人番号カード、マイナンバーカードのことでございますが、これは先ほど

申し上げました確定申告等にも使ったりもするわけでございますけれども、この個人番号

発行件数、３０年度、２９年度と出ておりますけども、累計したら、日南町、何件程度の

発行があるものでしょうか。 
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○坪倉委員長 島山室長。 

○島山室長 令和元年７月末日現在で、交付が５５１件、申請数は６５９件ございます。 

○坪倉委員長 久代安敏委員。 

○久代委員 同趣旨の質問ですけども、報道によりますと、自治体職員は発行を強制的に

するみたいなことが出てますけども、今現在、これまでは大体十二、三％ぐらいかなとは

思ってますけども、発行率が、そのことについてはどういう情報を得ていられますでしょ

うか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 先ほど委員おっしゃられましたように、十一、二％の発行率でございま

すけれども、これは県下では高いほうなんですけれども、県下でも２番目ぐらいの率では

あるんですけれども、もっとこれから国のほうは、行政を初めとして発行を伸ばすという

ようなことは、新聞報道でしか実は私どもも情報を得ておりません。これから公務員共済

なんかの保険証をこれで使ったりということで、発行を促すというようなことを聞いてお

ります。ですので、今後、国のほうからそういう通達いいますか、通知が来ましたら、そ

ういったような流れになるんだろうというふうには思っておりますけども、その程度の情

報しかまだ得ていないというのが現実でございます。 

○坪倉委員長 次に、ワンストップ行政システムについて、質疑ありますか。 

 旅券発行事務について、質疑ありますか。 

 次に、民生一般管理事務について、質疑ありますか。 

 国民健康保険事業について、質疑ありますか。 

 後期高齢者、国民年金について、質疑ありますか。 

 ないようでありますので、次に進みます。 

 ７０ページからの衛生費について説明を求めます。 

 島山室長。 

○島山室長 失礼します。保健衛生一般事務になります。７０ページになります。決算額

２，７６１万１，５１３円で、７８６万５，８３２円の増となりました。主な執行経費は、

職員人件費２名分、火葬場桜の苑に係る鳥取県西部行政管理組合負担金となります。平成

３０年度は１０１件、桜の苑の利用がありました。 

 ７１ページ、小水力発電管理事務になります。決算額２億円です。日南町小水力発電公

社へ経営改善資金を貸し付けし、経営の安定を図っています。 
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 ７２ページ、環境保全対策事業になります。決算額４４６万１，０００円で、対前年度

決算額２７５万６，２７４円の減となります。この減の主な要因は、２９年度上げていた

人件費１名部分の減、鳥取大学への水質調査委託料の減、名水ペットボトル化事業の減が

上げられます。 

 事業について御説明します。環境立町推進協議会におきまして、環境活動の推進を進め

ているほか、空き家対策協議会において空き家等の対策について協議するとともに、老朽

危険家屋解体撤去補助事業で助成事業を実施しました。本年度は１１件の助成を行ってい

ます。空き家対策協議会ですが、２回開催の予算をとっておりましたが、実施は１０月３

０日に１回開催しております。環境審議会のほうは、３０年度は開催しておりません。不

用額として、予算に対して１８９万８，０００円のうち、委員報酬のうち開催しなかった

費用、行政代執行をしなかった費用、老朽危険家屋解体撤去補助金のうち執行しなかった

費用が主なものとなります。 

 ７３ページ、新エネルギー推進事業です。決算額２，３９４万８，４５３円で、４，４

４７万６，９８８円の減となります。この減に係る主な要因は、昨年度実施されました新

石見小水力発電所導水路復旧工事部分の減によるものです。こちらのほうでは、石見東太

陽光発電所の管理運営、新石見小水力発電所の管理運営を行い、安心・安全で持続可能な

再生可能エネルギーの安定供給を目指すほか、太陽光発電システムや太陽熱利用機器、ま

きストーブやまきボイラーなど自然エネルギー等の設備を導入する者に対して支援を行い、

家庭での再生可能エネルギーの利用推進を進め、環境に優しいまちづくりを推進しました。

成果としまして、石見東太陽光発電所の平成３０年度の売電電力量は３１万７，１３６キ

ロワットアワー、売電収入１，３７０万２７０円、二酸化炭素削減量９万９，７３４キロ

グラムとなりました。こちらのほうでは家庭への再生可能エネルギー設備導入への支援も

行っております。３０年度は太陽熱利用機器が６件、まきボイラー２件、まきストーブ２

件、ペレット１件、合計５件の申請が出ております。 

 ７４ページ、７５ページ、塵芥処理事業になります。決算額１億７，５１８万６，３６

１円で、対前年度決算額２，８４５万１，８２９円の増となります。日南町内の衛生環境

を良好に保つため、一般廃棄物の適正な処理に努めるとともに、減量、資源化を目指し、

清掃センターの維持管理を行ったほか、不法投棄のパトロール等も行っています。事業の

成果としまして、町内の一般廃棄物年間回収量は、前年度１，２８９トンに対して１，３

１５トン、町民１人１日当たりのごみ排出量は７７４グラムとなり、増加しております。
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ひとり暮らしの方がふえるとごみの量もふえていっているものと思います。ごみの種別ご

との回収量ですが、可燃ごみは９６５トン、資源ごみは２２８トンとなりました。 

 ７６ページ、し尿・浄化槽汚泥処理事業になります。決算額２，３１５万７，４０８円

で、１億２，５９５万２，０００円の減となります。日野町、日南町、江府町で組織する

三町衛生施設組合におきまして、し尿処理施設の管理及び尿の収集、処分等の共同処理を

行い、一般家庭及び事業所から出るし尿及び汚泥の適切な処理を行い、公衆衛生の確保を

図りました。執行経費は三町衛生施設組合への負担金となります。昨年度は汚泥再生処理

センター清化園建設分に係る負担金がありましたが、ことしは経常経費分のみとなり、そ

の分で大幅な減となっております。 

○坪倉委員長 ただいま説明が終わりましたが、７０ページの保健衛生一般事務について、

質疑ありますか。 

 次に、小水力発電管理事務について、質疑ありますか。 

 次に、環境保全対策事業について……。済みません。 

 久代安敏委員。 

○久代委員 小水力の資金の貸し付けですけども、３０年度はどのような決算状況、まだ、

９月に正式な決算はあるみたいですけども、この間の推移について、もしわかれば教えて

いただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 おっしゃられるように、今月、総会を行いますので、そこで明らかな数

字をまた事務局のほうから出していただきますので、ただ、概略としましては、復旧以降

はほぼこれまでどおりの運転を行っておりますので、そんな悪い数字ではなかったように

思います。ただ、春先からの渇水といいますか、水不足で若干発電量が落ちとったという

報告は受けておりますので、そのあたりがどのように影響しておるかわかりませんが、復

旧以降は順調に運転しておるということだけ御報告させていただきたいと思います。 

○坪倉委員長 久代委員。 

○久代委員 それから、売電単価ですね、中電への、１９円とか、１３円ですか、正式な

単価がわかれば教えていただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 済みません。１３円７２銭だと、１３円プラス消費税ということで把握

しております。ちょうどことしがその単価の改定時期になっておりまして、中国小水力発
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電公社と、それから中国電力との、今、単価交渉を行っておる最中でございますので、そ

の交渉結果等も出たらまた御報告させていただきたいと思います。 

○坪倉委員長 では、環境保全対策事業について。 

 大西委員。 

○大西委員 まず、ここで、委員報酬のとこで、これ委員会が２つあると思うんですが、

一つは環境審議会と空き家対策の委員会、各２回ずつ開くような予算でなっておりますが、

実績としては、これはどの委員会を何回開かれたんでしょうか。 

○坪倉委員長 島山室長。 

○島山室長 空き家対策協議会と環境審議会の予算を計上しております。開催したのは、

１０月３０日に空き家対策協議会を１回開催しております。環境審議会のほうは、昨年度

は開催をしておりません。 

○坪倉委員長 大西委員。 

○大西委員 実は、予算のときも言いました。環境の会議の一番重要なとこは環境審議会

です。それが開かれてない。今まで、１期を５年と考えて、１期、２期の事業をされて、

平成３０年度は３期の初年度になるわけですね。以前に会議を開かれたかわかりませんけ

ども、この３期の目標、平成３０年度から３４年、この計画書はどこにどのように公開さ

れておられますか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 ちょっと今、ホームページのほうを見ておりませんけれども、大体には

その計画及び計画目標数値についてはホームページにアップしておりますので、そちらの

ほうで周知するようにいたしております。 

○坪倉委員長 大西委員。 

○大西委員 私、今、ホームページを開いておりますが、出てこないんです。従来の日南

町の町のホームページの環境衛生から開いていくと、１期、２期は出ております。ただし、

３期の内容は出てない。数値目標とか。それを私は以前から言っておるわけです。一般質

問でもやっておりました。これは公開するし、皆さんに見ていただけないといけないのに、

なぜそれを今もされてないのか。もう一度確認します。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 本年度は７月２２日に環境審議会のほうを行っておりまして、その席と

いいますか、その場で３４年までの目標数値のほうを設定をさせていただいております。
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ですので、その数値は今、手元のほうに持っておりますけれども、ホームページのほうに

上がっておらなければ、それは失念しておるということで、こちらのミスだと思いますの

で、至急確認させていただきまして、またアップするようにさせていただきたいと思いま

す。 

○坪倉委員長 その環境審議会、２９年。 

○淺田住民課長 いや、３１年です。 

○坪倉委員長 ３１年か。 

 大西委員。 

○大西委員 実は私、町のホームページで見て話をしておるわけですよ。１期、２期の、

出とるわけですね。なぜ同じように３期が載せられないんですか。それを聞きます。なぜ

３期載せられない。１期、２期出てますよ。なおかつ修正案も出てますよ。ここに書いて

あるこれは大事なことです。２９年度の実績は３０年１２月ごろに発表になる予定と書い

てあるわけです。３０年のことでしょう。３０年１２月ごろに予定と書いてある。これも

住民課が出しておる資料でしょう。私はそれを見て言うとるんですよ。ここに第３期の計

画を載せてくださいと言っておるんですよ。どうですか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 早急にアップするように作業をするように伝えまして、ホームページの

ほうに公表するようにいたしたいと思います。 

○坪倉委員長 ほかにありませんか。 

 ないようですので、次に行きます。新エネルギー事業について、質疑ありますか。 

 次に、塵芥処理事業について、質疑ありますか。 

 大西委員。 

○大西委員 引き続き環境のことをお話しします。ここに一般廃棄物の回収量、トン数も

書いてあります。また、町民１人当たりの排出量もグラムできちっと書いてあります。こ

れを、環境のこの表ですね、これと不一致なんですよ。平成２９年から３０年までの一般

廃棄物のトン数でいきますと、これはあくまで過去に出された環境のデータですよ。それ

でいくと、平成２８年が１，５２５トン、２９年が１，４７２トン、３０年、１，３１５

トンですね。それと、１日の廃棄量が、１人当たりが２８年は８４０グラム、２９年、７

３６、３０年が７７４ということですね。それと今言うてる平成２９年度の実績数字、不

一致なんですが、これはどこのデータをどのようにされておるんでしょうか。わかります
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か。ホームページに出ている数字を私は言っておるんです。それとこれと不一致なんです。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 ホームページのほうに比べるのがちょっと今できておりませんので、ま

た細かい数字につきましては確認させていただきたいと思いますが、基本的には、これは

環境省のほうに報告しております数値での報告ではなく、これはその年のごみの排出量と

いうことで出しておると思いますので、ホームページのほうに上げておるのは多分環境省

のほうに報告した数字とは思いますが、ちょっとそのあたりも含めて数字のほうは精査さ

せていただきたい、時間をいただきたいというふうに思いますが、よろしいでしょうか。 

○坪倉委員長 大西委員。 

○大西委員 私もずっとデータを見た上で、数値も拾い集めてやっとるわけですよ。そし

て大きなことを言いますと、やっぱり環境については、廃棄物の減量であるとか、それか

らリサイクル率、細かいこと言いますよ。リサイクル率を５年間、過去のを見てください。

１％リサイクル率を上げるのに大変な努力しなきゃいけないのに、ある年度は１０％上が

っておるんですよ。１年で。ところが総トン数変わってないんですよ。そういう分析はど

こがするんですか。住民課がするんですか。審議会の中でするんでしょうか。そこを私は

言っておるんです。環境審議会の中でやるのか、住民課であったら。余りにもデータと、

これもグラフにすりゃあすぐわかるんですよ。１年間で１０％も上がるようなリサイクル

率なんておかしいでしょう。だからもっと精査して、これを報告してください。この内容

についてですね。以上、よろしいでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 精査させていただきまして、また御報告させていただきたいと思います。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 清掃センターの維持管理のところで、ごみの熱量が設計熱量よりもこれだと

２割以上、もっとか、２割、４割、そのくらい、２割か、大体２割ぐらい高いということ

ですけれども、これは恐らくプラスチックごみが可燃ごみの中にたくさん入っているとい

うことが原因だと思うんですが、この影響と、あとどういう対策をとっているのかという

ことを教えてもらえますでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 ごみのほうにつきましては、軟プラのほうを日南町のほうは回収させて

いただいております。そういったことで熱量を下げていくと。それからもう一つは、紙類
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もかなり熱量が上がる、生ごみに対して熱量の高いものでございますので、紙類もかなり

の数量を焼却のほうに回っているというところで、そういう紙類のほうもこれからもリサ

イクルのほうに回せるものは回してくださいというようなことを徹底していきながら、そ

ういった熱量も下げていくというような考えで行っていきたいと思っております。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 軟プラ、あと多分ペットボトルとか、そういうものも全部そうだとは思うん

ですけれども、結局分別回収がうまくいってないということだと思うので、その辺は宣伝

を徹底してやるということは必要だと思いますし、そのときに、何でしちゃいけないのか

ということをやっぱり言わないとみんなだめだと思うので、具体的にこれだけの高負荷の

運転をしてて、焼却炉には具体的な影響というのはどんなことが考えられるんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 昨年と、それからことしも行う修繕工事の中に、炉の中の耐火れんがの

更新といいますか、修理があります。ですので耐火れんがあたりがちょっと寿命が落ちて

くるというような影響が考えられております。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 ぜひそういうことを町報などでも宣伝していただいて、それは、分別はちゃ

んとしてくださいということを知ってもらいたいと思います。 

 それとあと、ごみ出し困難者の問題なんですけれども、地域によるごみ出し支援という

ので、具体的にはどういうことを考えておられるんでしょうか。ごめんなさい。考えられ

ているというか、どういうことを考えて昨年度はされたんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 これまでも制度として実施しておりましたけれども、ごみの戸別収集と

いうことで、どうしても収集場所まで遠い方であるとか、身体的に障がいがあったりとい

うことで、なかなかごみ出しができないという方のところには、それはルートにもよるん

ですけれども、ごみ収集車にその家に寄っていただくというようなことも行っております

ので、これは福祉保健課等のアドバイスもいただきながら、そういった家庭もあったら、

そういう措置もしながら収集のほうを回らせていただいております。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 それはじゃあ現在でも希望すれば、例えば家の玄関の前に出しといたら持っ

ていってくださいということを伝えておけば、それは現在でもやってくれるということな
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んでしょうか。もう既にそういうシステム化されているということなんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 先ほど言いましたように、収集ルートから外れるようなところからでは

ちょっと難しいこともありますが、基本的には、利用申請を出していただきまして、その

人の身体的な状況等も聞かせていただきながら、家族構成も含めてですね、御家族等がお

られたら、その方に本当は出していただきたいということ、できることなら共助の仕組み

の中で、隣近所の方でもお手伝いいただける方があるのかというようなことも聞き取りし

ながら、本当に必要な方に対しては、そういった戸別収集という形をとらせていただいて

おります。 

○坪倉委員長 次に、し尿・浄化槽汚泥処理事業について、質疑ありますか。 

 以上で質疑を終了したいと思いますが、一般会計全体について、住民課関係、質疑あり

ますでしょうか。 

 ないようでありますので、特別会計のほうに行きたいと思います。 

 国民健康保険特別会計についてでありますけども、この調書でいきますと１９６ページ

でありますけども、タブレットのほうに、本会議の中に特別会計の事業状況報告書という

のがあると思いますので、そちらも見ていただきたいと思います。特別会計事業報告書の

中に国民健康保険事業というファイルがあると思いますので、確認をお願いします。 

 出てきましたか。皆さん、よろしいですか。 

 それでは、説明お願いします。 

 島山室長。 

○島山室長 そうしましたら、調書のほう、１９７ページのほうと、タブレット、特別会

計事業報告書、平成３０年度国民健康保険事業状況、こちらを用いて御説明したいと思い

ます。 

 まず、１９７ページの調書のほう、国民健康保険特別会計をごらんください。平成３０

年度の国民健康保険特別会計決算額は、歳入６億６，４９９万９，０００円、歳出６億６，

４６７万８，０００円で、歳入歳出差し引き額は３２万１，０００円となりましたが、３，

２００万円基金を繰り入れさせていただいております。平成３０年度の国保特別会計の特

徴的なポイントとしましては、国保の都道府県一元化が始まったことが上げられます。 

 国民健康保険特別会計款別決算状況をごらんください。こちらのほうを見ていただきま

すと、平成２９年度と比べ皆減になった予算、歳出のほうも皆増になった予算がございま
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す。歳入のほう、国民健康保険税、平成３０年度決算額１億３１８万５，０００円、使用

料及び手数料２万９，０００円、国庫支出金、昨年度は決算額は上がっておりましたが、

こちらはゼロ円となっております。県支出金４億７，６７５万８，０００円、療養給付費

交付金１７２万１，０００円、共同事業交付金、こちらのほうも昨年度は上がっておりま

したが、ゼロ円となっております。財産収入２７万２，０００円、繰入金８，２９２万１，

０００円、繰越金１０万３，０００円、諸収入１万円、前期高齢者交付金、こちらも２９

年度は決算額は上がっておりましたが、ゼロ円となり、歳入合計は６億６，４９９万９，

０００円となっております。 

 歳出のほうになります。３０年度決算額、総務費１，９１２万８，０００円、保険給付

費４億４，６３５万７，０００円、老人保健拠出金ゼロ円、共同事業拠出金１，０００円、

諸支出金１，８０５万７，０００円、保健事業費１，０１１万円、介護納付金、後期高齢

者支援金、前期高齢者納付金とも、２９年度決算額では上がっておりましたが、こちらは

ゼロ円となっております。保健事業納付金、こちらのほうは都道府県一元化になって新設

された歳出になります。１億７，１０２万５，０００円。歳出合計が６億６，４６７万８，

０００円となります。 

 事業の詳細につきましては、タブレット、国民健康保険事業状況をごらんください。１

ページ目、前書き４段落目をごらんください。日南町では、被保険者の収入の落ち込みや

高齢化等の理由による税収の減、医療の高度化、年齢構成による医療費の増加等の問題を

抱える中、被保険者の負担を少しでも軽減するため、平成２６年度から３０年度にかけて

国保税の税率を据え置いています。先般の議会でも御指摘をいただきましたとおり、安定

した国保運営のため、保険料を据え置いているということを示すためにも、経常収支を単

純にマイナスと表記するのではなく、今後は記載について工夫をし、効果的に基金を繰り

入れて運営しているという表現をしていきたいと考えています。 

 １番、事業実施状況です。よろしいですか。３ページ目上段、表２に国保の年度平均の

世帯数、被保険者数を上げています。世帯数は前年度から２６世帯減の７１８世帯、被保

険者は前年度から５７名減の１，２０２名となりました。年度の推移を見ていただきます

と、年々減少していることがわかります。 

 ２番、経理状況です。平成３０年度における単年度経常収支が３，１６７万８，８４０

円となったことから、３，２００万円の財政調整基金の繰り入れを行い、歳入総額６億６，

４９９万９，３１０円、歳出総額は６億６，４６７万８，１５０円で、差し引き収支３２
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万１，１６０円としました。保険給付費については、過去最高額となった平成２６年度、

５億１，５４０万７１３円に対して、平成３０年度は４億４，６３５万７，１９９円と減

少しました。退職等による社会保険の喪失や転入等による被保険者の増加に対して後期高

齢者医療保険への移行や転出等による被保険者の減少が続いていますが、医療費はこれに

比例せず、医療の高度化により給付額は増加傾向にあります。小さな保険者ほど高額な療

養費の増減が財政に大きく影響を及ぼします。１人当たりの医療費ですが、過去最高額と

なった平成２９年度よりはわずかに減少しました。 

 ５ページに収入、支出の円グラフを掲載しています。歳出のほうで、被保険者のかかっ

た医療費であります保険給付費は、収入の県支出金、中身は、保険給付費等交付金のうち

普通交付金分と保険者の保健事業に対する取り組みによって交付額が決定する保険者努力

支援分など特別交付金があります。こちらのほうとほぼ同程度の規模、収入のほうで保険

税と繰入金、その他の収入を合計したものと支出のほうで県に支払う国保事業納付金、保

健事業費等がほぼ同規模となっております。 

 ６ページには、１人当たり調定額の推移を掲載しています。 

 ７ページには、療養諸費等の状況を掲載しております。１人当たりの受診率は９．７３

で、前年度よりややふえ、入院、通院、歯科、調剤を合わせた１人当たりの診療費は、前

年度４６万８，０２８円から４５万９，３７２円と１％減となりました。県全体と比較す

ると、入院、調剤に係る医療費が高い傾向にあります。高額療養費は、件数では一般被保

険者分が前年度９５３件に対し１，２３７件と増加しております。転入や退職等による国

保被保険者の増加を転出、生活保護加入、後期高齢者移行等による被保険者の減少が大き

く上回っている傾向が続いており、今後も被保険者数は減少していくことと見込まれます。

平成２０年度から退職者医療制度は廃止となっており、こちらについては、新規の資格取

得はほぼない状態です。６５歳の年齢到達により、被保険者は一般被保険者に移行するこ

とになりますので、退職者医療の対象者は減少の一途をたどっており、２９年度末は２６

名でありましたが、３０年度末は４名となりました。 

 国は、糖尿病患者を透析に移行させないための糖尿病性腎症の重症化予防を進めていま

す。本町でも糖尿病や高血圧、脂質異常症の有病者が多くなっています。参加しやすい健

康教室の実施や特定健診、特定保健指導などの受診率向上を図り、予防、早期発見、早期

治療に努めることの重要性を認識しています。町内各地で取り組みが定着してきたいきい

き百歳体操には、国民健康保険の被保険者さんも多数参加されています。高齢化や車社会



－61－ 

である町の現状があり、健診結果からも運動不足が指摘されているところですが、継続し

た運動習慣による生活習慣病予防や重症化予防の効果を期待しているものです。 

 １０ページ目には年度別被保険者１００人当たり受診率の推移を、１１ページには年度

別１人当たり診療費の推移を掲載しています。 

 １２ページには、表８に年度別高額療養費の支給状況、表９に年度別出産育児一時金、

葬祭費の支給状況を掲載しています。３０年度出産育児一時金はゼロ件、葬祭費は１５件

支出しています。 

 １３ページには、保健事業等の実績を掲載しております。前年度と比べ、保健事業増額

の要因としましては、日南町データヘルス計画の策定に係る委託料、微増ではありますが、

特定健診の受診率が増加したことが上げられます。日南病院の協力を得て、定期受診者の

健診受診がふえたこと、みなし健診の増加が上げられており、よい傾向と捉えています。 

 国保特別会計の説明は以上となります。 

○坪倉委員長 説明が終わりました。国保会計全般につきまして、質疑ありますでしょう

か。 

 岡本健三委員。 

○岡本委員 基金の繰り入れについてですが、予算では、本年度、７，７００万円の基金

繰り入れということになってますが、実際には３，２００万円です。これを見ると、実際

に予算で考えたよりもかなり余裕があったのかなという感じがするんです。ですのでこう

いった場合、例えば年度途中からでも保険税の負担を和らげるというようなことで、例え

ばこの間もちょっと一般質問でも聞きましたけども、お子さんの均等割の減免とか、そう

いうようなことは検討できなかったんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 基金からの繰り入れですが、３０年度の基金につきましては、一つには、

保険税を据え置いたことへの補填というものがありましたけれども、もう一つには、国民

健康保険の県一元化になるに当たって、これまでの国や県からの交付金といいますか、そ

こへの償還、いわゆるもらい過ぎておったものを返すというような予算を当初組んでおり

まして、その部分が７，０００万というような大きな、見込みもちょっと大きかったんで

すけれども、そういったことで組んでおりましたので、一概に保険税が安く、どういいま

すか、もともとその７，０００万というのは保険税を据え置くためのものではなくて、そ

ういった償還に使う部分のお金だったということで、御理解いただけたらというふうに思
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います。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 よくわかんないんですけど、償還に使うつもりだったけど使わずに済んだと

いうのは、それじゃあ昨年はたまたま償還がなかったけど、これからそれがあるというよ

うな、そういうことなんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 失礼しました。回答のほうがちょっとわかりにくかったと思いますけど

も、実際には、令和元年度の基金からの繰り入れを約２，０００万程度で見込んでおりま

すけれども、それが実際の据え置いた部分のいわゆる基金からの繰入額ですので、実際に

は見込んでおったものは単年度のいわゆる繰り出しということになりますので、それを継

続的にずっと基金から繰り出して国保税をぐっと下げるというようなところの議論はちょ

っと今のところできないというようなところで、国保税は今の基準を据え置いたものでい

こうということを今判断させていただいておるところでございます。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 ごめんなさい。７，０００万円については、国保税を安く……。ごめんなさ

い。その７，０００万円の使途は何にするつもりであって、それが何でなくなったのか、

ちょっともう一遍説明してもらえますか。７，０００万円というか、差額か、実際には３，

２００万円なので、その差額の３，８００万円とか、そのくらいは何に使うつもりだった

のがどういうことでなくなったのか、ちょっと説明、お願いします。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 一つには、先ほど言いました税率を抑えたための部分、それからもう一

つが国、県への還付、いわゆる返すお金の部分、それからもう一つが、予算額であります

ので、保険の給付を、どれくらい出るかわかりませんで、ある程度予算のときには多目に

組みますので、その部分の差額ということで、その７，０００万円という３０年度の当初

予算では予算を確保させていただいたというところでございます。 

○坪倉委員長 淺田課長、還付等については、当初予算に比べて支出額はふえておるんで

すよね。減ってないんですよね。ですので、７，７００万、当初予算は見込みました。こ

れは言われるように保険税率を据え置くということに対して、それの不足分という意味合

いで７，７００万でありましたが、結果として、保険給付費が約２，４００万、当初見込

みよりも少なくなったということ、そして県支出金が２，０００万余り結果として歳入の
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ほうでふえたということで、そういうことが主な要因として７，７００万円見込んでおっ

たものが収支バランスを考えたときに３，２００万円で終わったというふうに理解をして

おりますが、岡本委員、淺田課長、どうでしょうか。 

 岡本委員。 

○岡本委員 わかりました。その件についてはわかりました。 

 次に、一元化の影響なんですけれども、効率化のために縮めてしまうと、効率化のため

に一元化ということだったんですが、実際には２９年度に比べて一般会計と、それと国保

会計の基金の繰入額がふえてしまっているわけですね。ということは、給付費の違いとい

うのも……。でも給付費は減ってますよね。給付費は減ってるにもかかわらず、基金から

の繰り入れがふえてしまっている。これは、一元化して効率化を図るつもりだったんだけ

ども、期待したほど効率化は図れなくて、結果として基金からの繰り入れが多くなってし

まったというようなふうに考えればいいんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 一つには、一元化になって、先ほど室長のほうも話があったように、急

な支出のときには出さなくてもいいというような、年間決まった定額の負担金を県のほう

に、県に一本化になって、財布が一本になりましたので、決まったお金を県に納めなきゃ

いけない。その金額というのが国の、それから県のルールに従った計算式での負担金の計

算が出てきますので、そのあたりで日南町の負担金が決まりますので、その部分が高額と

いいますか、負担金が多くなってふえたということで、２９年までは日南町の財布の中で

やってたので、日南町が支出した分を支出するということであったんですけども、今は県

のほうに負担金として支払う、当初にもう決まった金額を支払う、１年間には決まった金

額を支払うということになりましたので、このようなスタイルになったということで御理

解いただきたいと思います。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 じゃあそしたら端的に言って、日南町にとってはこの一元化というのは悪影

響しかなかったと、そういうことなんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 一概にそうとは言えません。先ほどもありましたように、今、医療の高

度化が進んでおりますので、急激に財政を圧迫するような高度な医療を使われる方ももし

かしたら出現するかもしれません。そういったときのためにはこういった財布が一つにな
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ったほうがいいと思いますし、それから、事務の効率化、今後進んでいくであろうと思い

ますけども、同じ様式を使ったり、それから同じ報告は国のほうには一つで済んでしまう

というようなことで、そういったような事務の効率化等も期待できますので、そういった

面ではメリットがあるんじゃないかなというふうには思っております。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 多分事務の効率化という意味では、今回確かに総務費が２１．３％、これか

なり減ってますので、ある程度の効率化は図れているだろうとは思います。ただ、その負

担増に見合った額ではないですけれども。 

 それで、もう１個、急激な支出に備えてというのは、その急激な支出があった場合に、

連動してもらえるお金というんですか、それがどれなのか、ちょっと教えてください。 

○坪倉委員長 島山室長。 

○島山室長 岡本議員の質問にお答えします。 

 ５ページの円グラフをごらんいただけますでしょうか。県支出金として収入で上がって

おりますこちらのほうが保険給付費等交付金ということで、支出のほうに上がっています

保険給付費、こちらのほうが実際に被保険者さんが受けられた医療に係る部分になります。

県のほうからは、当該年度に当たっては、保険給付費のほうは県のほうから普通交付金と

いう形で満額賄われます。先ほど課長が申し上げました国民健康保険事業費納付金、円グ

ラフの右側、ちょっと色の濃い部分に当たります。こちらのほうは、県のほうがうちのほ

うからどういう状況かということを算定した結果を提出して、国のほうからその計算式が

届いた額に基づいて日南町の事業納付金は幾らお支払いくださいというものが参ります。

そちらのほうで納める格好になるので、保健医療サービスが急激にふえたとしても、当該

年度、いきなり足りなくなるということはありませんが、こちらの事業納付金のほうで緩

やかに払っていくというシステムになっております。この保険事業納付金の黒い部分の面

積と、収入のほうで保険税、基金繰入金、繰入金、その他の収入といったところがほぼ同

程度になるかと思いますが、こちらのほう、保険税のほうで日南町では賄えない部分を基

金の繰り入れという形で出させていただいているところです。 

 済みません。ちょっと回答になってないかもしれませんが。よろしいですか。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 済みません。急激な支出、高額の医療費が出た場合も、それは県が支出金と

して払ってくれると、それに対して国民健康保険事業納付金というのが、ちょっとこれど
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うやって決まってくるのかははっきりわからないですけれども、これを毎年納めていくこ

とで、鳥取県全体としてプールするというようなイメージなんですか。そういうことでい

いんでしょうか。 

○坪倉委員長 島山室長。 

○島山室長 そのように捉えていただいてよろしいかと思います。 

 それで、先ほど岡本議員が県の一元化になると日南町にとってはデメリットばっかりな

のですかということをおっしゃられましたが、決してそういうわけではなくて、先ほど課

長が申し上げましたように、突発的に高額な医療がかかられることになっても、日南町の

被保険者さんが安心して医療のサービスを受けることができるということと、保険者とし

ましても、そこに対応できるということがございますし、あと、日南町のほうは、今ちょ

うど医療費が高い年が続く現状がこの先ちょっと数年の間は続くかと思われます。その後

おくれて都市部のほう、例えば米子市とか鳥取とか、そういったところが高齢化が、高い

層が国民健康保険に入られてきます。そうなったときには日南町のほうは逆に下がってい

くのではと担当者としては考えているところです。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 せっかく説明していただいたので、それ、大体どのくらいのタイムスパンの

話と考えてられるんでしょうか。ああそうか。ごめんなさい。これは決算と関係ないです

ね。ごめんなさい。失礼しました。やめておきます、もう。 

○坪倉委員長 そのほかありますか。国民健康保険事業全般について。 

 ないようですので、以上で終了いたします。 

 次に、後期高齢者医療特別会計についてでありますが、資料の準備、調書では２５５ペ

ージです。タブレットでは同じところに、特別会計事業報告書の中に後期高齢者事業状況

というファイルがありますので、ごらんをいただきたいと思います。 

 では、説明をお願いします。 

○島山室長 説明いたします。調書のほうは２５５ページ、後期高齢者医療特別会計、こ

ちらのほうと、先ほどおっしゃってくださいましたタブレット、特別会計事業報告書、平

成３０年度後期高齢者事業状況、あわせてごらんいただけたらと思います。 

 まず、２５５ページ、調書のほうになりますが、平成３０年度後期高齢者医療特別会計

決算額は、歳入９，５７３万２，０００円、歳出９，５３４万９，０００円で、歳入歳出

差し引き額は３８万３，０００円となりました。 
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 後期高齢者医療特別会計款別決算状況になります。歳入のほうから申し上げます。平成

３０年度決算額、後期高齢者医療保険料５，２８７万１，０００円、使用料及び手数料２，

０００円、繰入金４，００９万６，０００円、繰越金４，０００円、諸収入１５１万７，

０００円、国庫支出金１２４万２，０００円、歳入合計９，５７３万２，０００円となり

ました。 

 歳出のほうです。総務費４８０万５，０００円、後期高齢者医療広域連合納付金９，０

４８万５，０００円、諸支出金５万９，０００円、歳出合計９，５３４万９，０００円と

なりました。 

 歳入の部、後期高齢者医療保険で増減率が６．１％とふえています。これは低所得者に

対する所得割部分の軽減の特例が平成３０年度で廃止となったことが上げられます。平成

２９年度に比べて歳出の部の増加の要因としましては、後期高齢標準システムの機器更新

が上げられます。 

 事業の詳細につきましては、日南町後期高齢者医療事業状況を用いて御説明いたします。 

 ３ページ目、表１、日南町の被保険者の状況になります。平成３１年３月末時点で１，

４８７名となりました。 

 ４ページ目は、保険料の算定方法、軽減措置について説明しています。 

 ５ページ目、表２には、日南町の保険料の軽減内訳を掲載しています。 

 ６ページには、冒頭説明いたしました平成３０年度収支状況について掲載しています。 

 以上、後期高齢者医療特別会計の報告となります。 

○坪倉委員長 後期高齢者医療特別会計全般について、質疑ありますか。 

 ないようですので、後期高齢者医療特別会計については終了いたします。 

 次に、再生可能エネルギー発電事業特別会計について説明を求めます。 

 島山室長。 

○島山室長 失礼します。再生可能エネルギー発電事業特別会計について御説明いたしま

す。 

 調書２５８ページをごらんください。こちらでは、再生可能エネルギーによる安定した

売電事業を行うために、新石見小水力発電所の適正な管理運営に努めております。平成３

０年１１月より新石見小水力発電所の運転を再開し、売電を１７万１，０００キロワット

行い、その売電額が６２８万３，０００円となりました。平成３０年度の再生可能エネル

ギー発電事業特別会計決算額は、歳入３，０３８万４，０００円、歳出３，０２１万４，
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０００円で、歳入歳出差し引き額は１７万円となりました。 

 ２５８ページの再生可能エネルギー発電事業特別会計款別決算状況をごらんください。

歳入のほう、財産収入、平成３０年度決算額１，０００円、基金利息収入になります。繰

入金、平成２９年度一般会計繰入金として７７万９，０００円計上していましたが、運転

が再開したため、こちらは皆減となります。諸収入６２８万３，０００円、平成３０年１

１月より発電所の運転を再開したため上がってきております。繰越金、こちらのほうは昨

年度、２９年度、運転が休止していたためゼロです。町債としまして、電気事業債２，４

１０万円、合計３，０３８万４，０００円となります。 

 歳出です。発電事業債３，０２１万４，０００円、合計３，０２１万４，０００円とな

っております。お願いします。 

○坪倉委員長 再生可能エネルギー発電事業特別会計について説明がありましたが、これ

について質疑ありますか。 

 岡本委員。 

○岡本委員 済みません。再開後、先日、何月でしたっけ、また故障があったわけで、故

障は今年度の話ですけれども、ただ、その故障の原因というのは昨年度の中にあったと考

えられるので、その辺、もう一度、どういう原因があったのかということと、あとその対

策について、簡単にお願いできますでしょうか。 

○坪倉委員長 バッテリーですよね、ことしは。その原因が昨年あったとは考えにくいん

ですが。 

 淺田課長。 

○淺田住民課長 今年度とまった、約一月停止させていただいたのは、バッテリーの故障

でした。今年度、令和元年度に入ってからでしたけど。それが過去に影響しているものが

あったじゃないかということですかね。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 バッテリーの話で、点検項目がちょっと足りなかった、３０年度はですね。

オーバーホールするために一遍とめたときに、検出できたはずのものが検出できなかった

というようなことがあったと思うんですが、その辺を、つまりバッテリーのチェックがで

きるという話でしたよね、完全にとめたときには。それを３０年度はされてなかったんじ

ゃないですか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 
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○淺田住民課長 昨年度、休止して修繕したときに、とめてあった段階でチェックができ

たかどうかということなんですが、確かに再開時に業者に来ていただきまして、チェック

もしていただきましたが、バッテリーの弱りといいますか、へたりといいますか、そうい

ったところまでがそのチェックで確認ができなかったというのが正直なところでございま

す。いざバッテリーに充電して再開はしたんだけれども、バッテリー自体が弱かったので、

とめた時点で発見できなかったということが事実でございます。 

○坪倉委員長 岡本委員。 

○岡本委員 じゃあそうすると、そのとめたときの検査ではもうバッテリーのチェックは

無理で、先日おっしゃってたような検査器具みたいなものを、リアルタイムで検査するよ

うな検査器具をつけてなければ結局それは、決算の問題なのか、ことしの問題なのかわか

んないですけども、時間的にはどっちに入るかわかんないですけども、チェックはできて

なかったということなんでしょうか。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 理屈的にやっぱりそのようになります。やはり１年以上とめておりまし

たので、バッテリーも多分、放電してたのか、なかったのかわかりませんけれども、そこ

でバッテリーの弱ったところまでは発見できなかったというところが事実でございます。 

○坪倉委員長 久代委員。 

○久代委員 ちょっとホームページを、トップページを見ると、発電してませんよね、今

現在。ちょっと決算と直接関係ないけど、あえて決算につけて質問すれば、通常の売電量、

日量の、たしか３００キロぐらいでしたかね。決算書はもちろん売電が３０年はほとんど

なかったわけで、少ないわけですけども、今現在も小水力発電が稼働してない理由につい

てお聞かせください。 

○坪倉委員長 淺田課長。 

○淺田住民課長 さきの大雨のときに落石があって、今、水路のほうを傷めておりまして、

それで今、通水を停止させていただいておるというところでございます。 

○坪倉委員長 久代委員。 

○久代委員 正常に稼働した場合の売電量について教えてください。 

○坪倉委員長 日量ですか。 

○久代委員 日量。 

○坪倉委員長 淺田課長。 
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○淺田住民課長 本格稼働といいますか、再開したのが１０月から試験的に稼働しました

けれども、フル稼働を始めた１２月が１１１万６，０００円余り、それから、１月が１５

０万、２月が１６４万、３月が１８０万というような推移を見ております。ただ、それ以

降、ちょっと渇水時期を迎えまして、若干また減っておったと思いますが、大体１００万

ぐらいは見込んでおります。 

○坪倉委員長 ほかにありますか。 

 私から１件伺いますけど、３年前に水路の大きな事故があったときから、水路全体、導

水路全体の老朽化について、課題があるということは周知の事実なんですけども、そこの

水路、そのときの協議の発言の中にも意見がありましたけれども、導水路全体の改修工事

等について長期的な計画が必要ではないかという議論もあったわけですけども、導水路全

体の管理について、どのように考えておられますか。３０年度は一般会計部分も含めて約

４，０００万の工事費を投じておられますけども、今年度また新たな破損箇所が発生もし

ておるということからすれば、長期的な改修計画も必要だと思いますが、導水路全体の管

理について、いかがでしょうか。 

 淺田課長。 

○淺田住民課長 大きな事故があった後、あの後、導水路のほうもコンサルのほうに一度

見てもらいまして、全線一応チェックをしてもらって、かなり危ないところ、優先順位も

つけさせていただきました。それを全部やるということになると、かなりの費用負担とい

うものが出てきます。そのときにはそこまでの決断はせずに、今の現状の水路を補修しな

がらやっていこうというような判断をさせていただいたところで、今回また落石等によっ

てそういった水路への影響というものが出てきたということの事実がありますので、今後、

その水路の破損状況、それからあわせて、その破損したところが落石防止ネットのある裏

というようなところで、やはりもともと落石の大きい場所というところもあって、そこに

ついては抜本的な補修がもう今は必要なのじゃないかなというふうな考えも持っておりま

すけれども、それについては今回の修繕にどれぐらいかかるかをちょっと見ながら判断を

させていただきたいと思いますし、また、議会のほうに御相談させていただきたいという

ふうに思っております。 

○坪倉委員長 そのほかありませんか。 

 ないようでありますので、再生可能エネルギー事業特別会計について、終了いたします。 

 以上で住民課関係の審査については終了しましたが、何かありますか。よろしいですか。 
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 それでは、以上をもちまして住民課の聞き取り審査を終了いたします。御協力ありがと

うございました。 

 以上をもちまして本日の委員会を閉じます。お疲れさまでした。 
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